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【第1章 計画の基本的事項】

 第１章 計画の基本的事項                   

第１節 計画策定の基本的事項 

 一般廃棄物処理基本計画とは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、

「廃棄物処理法」という。）第6条第1項の規定に基づき、恵庭市（以下「本市」とい

う。）の区域内の一般廃棄物（ごみ及び生活排水）の適正な処理を行うため策定する

ものです。 

 本市では、令和２年度に焼却施設が本稼働したことなどから、令和３年度に新たな

基本計画の策定を行いましたが、新型コロナウイルス感染症の影響などから、実績ご

み量と想定ごみ量が乖離したことなどを踏まえ、今回基本計画を見直すこととしまし

た。 

 計画は、「ごみ処理基本計画」と「食品ロス削減推進計画」と「生活排水処理基本

計画」で構成されます。 

・「ごみ処理基本計画」は、本市が長期的・総合的視野に立って、ごみの排出の抑

制及びごみの発生から最終処分に至るまでの、ごみの適正な処理を進めるために

必要な基本的事項を定めます。 

・「食品ロス削減推進計画」は、ごみの発生抑制を進める上で重要である“食品ロ

ス削減”に向けて、市、市民、関係機関・団体、事業者と協働し、様々な立場か

ら主体的かつ計画的に食品ロス削減を推進していくために必要な基本的事項を定

めます。 

・「生活排水処理基本計画」は、本市が長期的・総合的視野に立って、将来におけ

る生活排水を、どのような方法で、どの程度処理していくかを定めるとともに、

生活排水処理を行う過程で発生する汚泥の処理方法など、生活排水処理に係る基

本的事項を定めます。 
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【第1章 計画の基本的事項】

１．計画の位置づけ 

（１）他計画との関係 

 本計画は、「廃棄物処理法」、「容器包装リサイクル法」などの関係法令や国及び北

海道の計画に基づくものであり、本市の「第5期恵庭市総合計画」及び「第３次 恵庭市

環境基本計画」に則して策定するものです。 

 また、本計画は10年間の計画であり、各年度の事業については「恵庭市一般廃棄物

処理実施計画」で定めるものとします。 

 本計画の位置付けは図1-1-1-1のとおり、本計画とSDGｓの関連は図1-1-1-2のと

おりです。 

図1-1-1-1 恵庭市一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 

環 境 基 本 法

第五次環境基本計画(H30.4 閣議決定)

循 環 型 社 会 形 成 推 進 基 本 法

第四次循環型社会形成推進基本計画(H30.6閣議決定)

北海道

第5期恵庭市総合計画
( . 策定) 

第３次恵庭市環境基本計画
( . 策定) 

恵庭市災害廃棄物処理計画

廃 棄 物 処 理 法 /

 廃 棄 物 処 理 法 基 本 方 針(R5.6変更)

<廃棄物の適正処理> 

 廃棄物処理施設整備計画(R5.6閣議決定)

北海道循環型社会形成推進基本計画(R2.3策定)

  <再生利用の推進> 

  <個別物品の特性に応じた規制>  

<国等が率先して廃棄物の抑制等を推進> 

<素材に着目した包括的な法制度> 

 資 源 有 効 利 用 促 進 法/

 容器包装リサイクル法/

 食 品 リ サ イ ク ル 法 /

 建 設 リ サ イ ク ル 法 /

 小型家電リサイクル法 /

 グ リ ー ン 購 入 法 /

 食 品 ロ ス 削 減 推 進 法 /

 家 電 リ サ イ ク ル 法 /

 自 動 車 リ サ イ ク ル 法 /

恵庭市一般廃棄物処理基本計画
【本計画】（ 年計画） 
 ・ごみ処理基本計画 

 ・食品ロス削減推進計画 

 ・生活排水処理基本計画 

恵庭市一般廃棄物処理実施計画
（各年度計画） 

 ・ごみ処理実施計画 

 ・生活排水処理実施計画 

＜恵庭市一般廃棄物処理計画＞

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律/

 第5次北海道廃棄物処理計画(R2.3策定)

ごみ処理恵庭モデル確立に
向けた提言書 
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【第1章 計画の基本的事項】

〇恵庭市一般廃棄物処理基本計画の取り組みに関連するSDGｓの主なゴール（目標） 

11 住み続けられるまちづくりを 

12 つくる責任 つかう責任 

SDGｓの17のゴール（目標） 

  7 エネルギーをみんなに 

   そしてクリーンに 

  4 質の高い教育をみんなに 

1３ 気候変動に具体的な対策を 

1７ パートナーシップで 

    目標を達成しよう 

図1-1-1-2 恵庭市一般廃棄物処理基本計画とSDGｓの関連 

（２）計画対象地域 

 本計画の対象区域は、本市行政区域内全域とします。

（３）計画の範囲 

 本計画の範囲は、一般廃棄物とします。一般廃棄物は、「ごみ」と「生活排水」に

分けられます。また、現在受け入れている産業廃棄物についても一部範囲とします。

「生活排水」は、生活雑排水とし尿及び浄化槽汚泥とします。 

（４）計画期間（目標年次） 

 本計画の期間は、令和５年度から令和12年度末までの８年間として、各目標や指針

を設定します。中間見直しは、ごみ処理に関する新たな課題や、社会情勢の変化等に

対応する必要が生じた際は、適宜見直しを行うこととします。 

令和３年度  計画初年度 

令和５年度  中間見直し 

令和７年度  短期目標年度 

令和１２年度 計画目標年度 
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【第1章 計画の基本的事項】

Action 

（必要に応じて計画の見直し） 

Check 

（計画の点検、評価） 

Do 

（計画に基づく施策の実施）

Plan 

（計画の策定・改定） 

（５）計画の進行管理 

 本計画は、一般廃棄物の適正な処理とともに、ごみの減量化・再資源化が図られる

よう計画の推進と進行管理を行うことが必要です。 

施策の実施状況や成果については、毎年度、廃棄物の処理概要にとりまとめ、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づく進行管理を実施します。 

 また、短期目標年次には、成果指標の達成状況についてとりまとめ、恵庭市廃棄物

減量等推進審議会へ報告を行い、意見を求めます。 
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【第1章 計画の基本的事項】

第２節 恵庭市の概況  

１．気象及び人口

（１）市の概況 

 本市は、札幌市と新千歳空港のほぼ中間

（東経141°14～39′,北緯42°47～59′）に位

置し、恵まれた交通アクセスと穏やかな気

候風土のあるまちです。 

 令和４年における本市の気象概況は、表

1-2-1-1のとおり、年平均気温が 7.8℃、

年間降水量が1,065mm、最深積雪が154

ｃｍとなっています。 

表1-2-1-1 本市の気象概況（令和４年（2022 年）恵庭島松）

出典：「気象統計情報」、気象庁ホームページ観測地点：恵庭島松 

図1-2-1-１ 本市の気温と降水量（令和４年 恵庭島松） 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

平均最高気温(℃) -2.0 -0.3 4.8 12.9 18.5 19.6 25.9 24.8 23.0 16.4 10.1 0.7 25.9

平均最低気温(℃) -13.5 -13.6 -5.2 0.3 6.8 11.8 17.6 17.1 12.1 4.5 0.0 -8.9 -13.6

日平均気温(℃) -6.5 -6.0 0.3 6.9 12.4 15.2 21.2 20.7 17.7 10.5 5.3 -3.7 7.8

降  水  量 ( ㎜ ) 102.0 70.0 39.0 8.0 83.0 124.5 73.0 258.5 134.5 67.5 57.0 47.5 1,065

最深積雪 ( ㎝ ) 94 154 115 30 0 0 0 0 0 0 1 21 154
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恵庭市

恵庭市の概要 

・面   積： km２

・広がり：東西 km、南北 km 

・海   抜： m(市役所） 

・人   口： 人(令和 年 月末現在） 
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【第1章 計画の基本的事項】

（２）人口

本市における過去10年間の人口及び世帯数の推移は、表1-2-1-2と図1-2-1-2のとお

りです。 

令和4年度末（令和5年3月31日）の人口は70,069人、世帯数は35,007戸で、1世帯

当たりの人口は2.00人／戸となっています。 

表1-2-1-2 人口及び世帯数の推移（各年度末） 

項 目 
 年 度 人口(人) 世帯数(戸)

1 世帯当たりの人口
(人／戸) 

H25(2013) 68,751 31,066 2.21 

H26(2014) 68,898 31,470 2.19 

H27(2015) 68,934 31,880 2.16 

H28(2016) 69,197 32,416 2.13 

H29(2017) 69,447 32,867 2.11 

H30(2018) 69,626 33,331 2.09 

R1/H31(2019) 69,900 33,779 2.07 

R2(2020) 69,994 34,237 2.04 

R3(2021) 70,033 34,569 2.03 

R4(2022) 70,069 35,007 2.00 

出典：住民基本台帳 

図1-2-1-2 人口及び世帯数の推移（各年度末） 

人口（人） 世帯数（戸）
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【第1章 計画の基本的事項】

２．産業の動向

本市における産業別事業所数と従業者数の推移は、表1-2-2-1及び図1-2-2-1のとお

りです。 

表1-2-2-1 産業別事業所数及び従業者数    （単位：人） 

出典：恵庭市統計書 

※ 平成26年は経済センサス-基礎調査、平成24年、平成28年、令和３年は経済センサス-活

動調査（公営事業所対象外）のため、各年の数値を単純に比較することはできません。 

図1- 2-2-1 市内事業所数及び従業者数の推移

事業所数 従業者数
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【第1章 計画の基本的事項】

第３節 廃棄物処理行政の動向 

1．国の施策及び目標 

（１）第四次循環型社会形成推進基本計画

循環型社会の全体像に関する指標・目標 

資 源 生 産 性 

（GDP/天然資源等投入量） 

令和7（2025）年度目標：約49万円/トン 

（平成12（2000）年度の約２倍） 

入口側の循環利用率（％）

循環利用量/(天然資源等投入量+循環利用量)

令和7（2025）年度目標：約18％ 

（平成12（2000）年度の約1.8倍） 

出口側の循環利用率（％）

循環利用量/廃棄物等発生量 

令和７（2025）年度目標：約47％ 

（平成12（2000）年度の約1.3倍） 

最 終 処 分 量 
令和７（2025）年度目標：約13百万トン 
（平成12（2000）年度から約77％減） 

持続可能な社会づくりとの統合的取組 

循環型社会ビジネスの市場規模 令和 7（2025）年度目標：平成12（2000）年度の約２倍

家庭系・事業系食品ロス量 令和12（2030）年度目標：平成12（2000）年度の半減 

多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化 

１人１日当たりのごみ排出量  令和７（2025）年度目標：約 ｇ/人・日 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量  令和７（2025）年度目標：約 ｇ/人・日 

事業系ごみ排出量 令和 （2025）年度目標：約1,100万ｔ/年 

※国の１人１日当たりの家庭系ごみ排出量は、集団回収量、資源物等を除く値を示す。 

（２）廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るための基本的な方針 

廃棄物の減量化に関する指標・目標（令和7（2025）年度） 

廃棄物の排出量 
一般廃棄物 平成24（2012）年度比：約16％削減 

産業廃棄物 平成24（2012）年度比：増加を約３％に抑制

循 環 利 用 率 
一般廃棄物 28％に増加 

産業廃棄物 38%に増加 

最 終 処 分 量 
一般廃棄物 平成24（2012）年度比：約31％削減 

産業廃棄物 平成24（2012）年度比：約24％削減 

1日1人当たりの家庭系ごみ排出量 g/人・日 
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【第1章 計画の基本的事項】

（３）廃棄物処理施設整備計画

廃棄物処理施設整備事業に関する指標・目標（令和9（2027）年度） 

ごみのリサイクル率 20％ → 28％

一般廃棄物最終処分場の残余年数 令和2（2020）年度の水準（22年分）を維持

期間中に整備されたごみ焼却施設 

の発電効率の平均値 
20％ → 22％ 

廃棄物エネルギーを地域を含めた 

外部に供給している施設の割合 
41％ → 46％ 

浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率 58％ → 76％以上 

先進的省エネ型浄化槽導入基数 
家庭用33万基 → 75万基 

中・大型9千基 → 27千基 

省エネ浄化槽の導入による 

温室効果ガス削減量 

12.3万トン-ＣＯ2 
（令和12（2030）年度） 
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【第1章 計画の基本的事項】

２．北海道の計画及び目標 

（１）北海道循環型社会形成推進基本計画（第２次） 

物質フロー指標及び目標（令和６年度（2024年度））

循環利用率 
（循環利用量/総物資投入量） 

 目 標：17％ 

（平成29(2017)年度から１.３ポイント増）

最終処分量 
（一般廃棄物最終処分量＋産業廃棄物最終処分量）

 目 標：82万トン以下 

 （平成29(2017)年度から約18％削減）

① 環境に配慮した取り組みの推進 

取組の指標及び目標（令和６年度（2024年度））

ごみ減量化、再使用・再利用のための 

具体的行動（道民意識調査結果） 

 意識度※1：95％以上 （令和元年度93.2％）

 実践度※2：60～80％以上（同21～68％）

 ※１ 意識度：「ごみを減らしたいと考えている」と回答した割合。 

 ※２ 実践度：「いつもリサイクルなどに取り組んでいる」と回答した割合(21％)から、「ときどき取り組んでいる」

(47％)と回答した割合を含めた範囲とし、「いつも取り組んでいる」割合の底上げを図る。 

② 廃棄物の適正処理の推進 

取組の指標及び目標（令和６年度（2024年度））

一般廃棄物の排出量  
 目 標：170万トン以下 

（平成29（2017）年度から約10％削減）

一般廃棄物の１人１日当たりの排出量
 目 標：900グラム/人・日以下 

（平成29（2017）年度から約5％削減）

産業廃棄物の排出量 
 目 標：3,750万トン以下 

（平成29（2017）年度から約3％削減）

一般廃棄物のリサイクル率 
 目 標：30％以上 
（平成29（2017）年度から約6ポイント増加）

産業廃棄物の再生利用率 
 目 標：57％以上 
（平成29（2017）年度から1.5ポイント増加）

一般廃棄物の最終処分量 
 目 標：25万トン以下 

（平成29（2017）年度から約20％削減）

産業廃棄物の最終処分量 
 目 標：57万トン以下 

（平成29（2017）年度から約16％削減）

③ バイオマス利活用の推進 

取組の指標及び目標（令和4年度（2022年度））

廃棄物系バイオマス利活用率 
目 標：90％以上 

（平成28（2016）年度 89.8％）

未利用バイオマス利活用率 
目 標：70％以上 

（平成28（2016）年度 71.5％）

バイオマス活用推進計画等策定市町村
目 標：60市町村 

（平成30（2018）年度 54市町村）
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【第1章 計画の基本的事項】

（２）北海道廃棄物処理計画（第５次） 

① 環境に配慮した取組の推進 

区 分 
現  状 

（平成29年度）
（2017年度）

目 標 
（令和６年度（2024年度）） 

一般廃棄物の排出量 187.3万トン 170万トン以下   （約10％削減） 

１人１日当たりのごみ排出量 961ｇ/人・日 900ｇ/人・日以下（約5％削減）

１人１日当たりの家庭から 

排出するごみの量 

598ｇ/人・日

（453ｇ/人・日※）
550ｇ/人・日以下（約5％削減）

産業廃棄物の排出量 
〃 （動物のふん尿除く）

3,874万トン 

1,923万トン 

3,750万トン以下 （約３％削減） 

1,800万トン以下 （約６％削減） 

 ※（ ）内は国の評価方法にあわせて資源ごみを除いて算出した値。 

② 適正な循環的利用 

区 分 
現  状 

（平成29年度）
（2017年度）

目 標 
（令和６年度（2024年度）） 

一般廃棄物のリサイクル率 24.3％ 30％   以上とする 

産業廃棄物の再生利用率 

〃  （動物のふん尿除く）

55.5％ 

36.3％ 

57％   以上とする 

38.5％ 以上とする 

③ 適正処理の確保 

区 分 
現  状 

（平成29年度）
（2017年度）

目 標 
（令和６年度（2024年度）） 

一般廃棄物の最終処分量 31.6万トン 25万トン以下（約20％削減） 

産業廃棄物の最終処分量 67.9万トン 57万トン以下（約16％削減） 

④ バイオマスの利活用 

区 分 
現  状 

（平成28年度）
（2016年度）

目 標 
（令和4年度（2022年度）） 

廃棄物系バイオマス利活用率 

（排出量ベース(炭素換算量)）
89.8％ 90％以上とする 
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【第1章 計画の基本的事項】

（３）本市の条例及び計画 

① 恵庭市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

名  称 恵庭市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 
制  定 平成6年3月 
目  的 廃棄物の発生を抑制し、再利用の促進等による廃棄物の減量を推進

すること。廃棄物を適正に処理し、あわせて地域の清潔を保持する
こと。 

最終改正 令和3年4月1日

② 恵庭市廃棄物処理施設設置条例 

名  称 恵庭市廃棄物処理施設設置条例 

制  定 昭和54年3月 

目  的 廃棄物の衛生的な処理を図るため。 

最終改正 令和2年3月16日 

概  要 名称及び位置について定めている。 

③ きれいなまちづくり条例 

名  称 きれいなまちづくり条例 

制  定 平成15年3月 

目  的 空き缶やたばこの吸い殻などの散乱を防止することにより地域の環

境美化を促進し、市民の生活環境の向上に役立てることを目的とす

る。 

概  要 市、市民等、事業者の各々の取り組みについて定めている。 

④ 恵庭市総合計画 

名  称 （第5期）恵庭市総合計画 

制  定 平成28年4月 

目  的 地域全体の総合的発展を計画的に進めることを目的として策定。 

概  要 将来にわたって、活力のある恵庭のまちの実現をめざすため、総合

的なまちづくりの指針として策定。 

⑤ 恵庭市ごみ焼却施設基本計画 

名  称 恵庭市ごみ焼却施設基本計画 

制  定 平成27年11月 

目  的 最終処分場の延命化、無害・無臭化に向けて焼却施設の早期整備を

行うために策定。ごみの焼却施設の整備に向けた基本方針や基本的

事項を示した。 

概  要 焼却施設整備に係る条件、基本方針を整理し、整備計画、配置計

画、環境保全目標等を設定している。 
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【第1章 計画の基本的事項】

⑥ 恵庭市分別収集計画 

名  称 恵庭市分別収集計画 （計画年次：令和5年～9年） 

制  定 令和4年6月 

目  的 容器包装廃棄物の発生を抑制し、地域の３Ｒを推進し廃棄物の減量

や最終処分場の延命化、資源の有効利用、循環型社会の形成を図る

こと。 

概  要 基本方針、期間、対象品目、容器包装廃棄物の排出量見込み、 

市民、事業者、恵庭市の役割を明示し、具体的な分別方法や目標を

設定している。 

⑦ 恵庭市災害廃棄物処理計画

名  称 恵庭市災害廃棄物処理計画 

制  定 令和2年7月 

目  的 復旧・復興の妨げとなる災害廃棄物を適正かつ迅速に処理すること、

および廃棄物に起因する初期の混乱を最小限にする目的として、処理

体制の構築を行うこと。 

概  要 災害廃棄物の発生量を想定し、住民への発信、処理の基本方針、搬

出・運搬の方針、再利用・再資源化、処理対策の方法、スケジュール

等を明示する。 
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 第2章 ごみ処理基本計画                   

第1節  ごみ処理の現況及び課題 

１．ごみ処理の体制とごみ組成 

（１）分別区分と手数料 

本市では令和２年４月からごみ処理手数料を改定しました。家庭系及び事業系廃棄

物の手数料は、以下のとおりです。 

なお、令和７年度からの手数料については、令和５年度に検討・算定を行っていま

す。 

① 家庭系廃棄物 

表2-1-1-1 家庭系廃棄物の処理手数料  

種 類 容量 
ごみ袋の販売価格 

～令和元年度 
(2019年度) 

令和 2～3年度 
(2020～2021年度)

令和 4～6年度 
(2022～2024年度)

燃やせる 

ご  み 

5 ㍑ 5枚入り   50円 5枚入り 75円

10㍑ 5枚入り  100円 5枚入り 150円

20㍑ 5枚入り  200円 5枚入り 300円

40㍑ 5枚入り  400円 5枚入り 600円

燃やせない

ご      み

5 ㍑ 5枚入り 50円 5枚入り 100円

10㍑ 5枚入り100円 5枚入り 200円

20㍑ 5枚入り200円 5枚入り 400円

40㍑ 5枚入り400円 5枚入り 800円

粗大ごみ 
1個につき
100円 

品目に応じて1個につき
100～900円 

直接搬入ごみ
（燃やせるごみ） 10キログラム

につき70円 

一般家庭の 
直接搬入不可 

直接搬入ごみ
（燃やせないご

み） 

10キログラムにつき
231円 

生ごみ 
※改定なし

3㍑ 5枚入り 30円 

6 ㍑ 5枚入り  60円 

12 ㍑ 5枚入り120円 

② 事業系廃棄物 

表2-1-1-2 事業系廃棄物の処分手数料 

種 類 区 分 
処分手数料（10キログラムあたり）

～令和元年度 
(2019年度) 

令和 2～3年度 
(2020～2021年度)

令和 4～6年度 
(2022～2024年度)

事 業 系

一般廃棄物

燃やせるごみア） 112 円 128 円 217 円 

燃やせないごみイ)ウ) 112 円 231 円 343 円 

資 源 物 112 円 114 円 

生 ご み 112 円 93 円 

産業廃棄物
燃やせるごみエ) 168 円 400 円 

燃やせないごみオ) 201 円 509 円 
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【第1章 計画の基本的事項】

ア）一般廃棄物可燃：１個40cm角未満 ※1で100％可燃性素材の一般廃棄物 

イ）一般廃棄物不燃A：100％可燃性素材であるが40ｃｍ角未満にできない一般廃棄物 

ウ）一般廃棄物不燃B：個人消費 ※2により発生する不燃性または可燃と不燃の混合の一般廃棄物 

エ）産業廃棄物可燃：１個40cm角未満 ※1で100％可燃性素材の産業廃棄物

オ）産業廃棄物不燃：金属・ガラス・陶磁器・コンクリート・がれき類等との混合物、または 

100％可燃性素材であるが40cm角未満にできない産業廃棄物、塩ビ管 
※1 ロープ・紐は切断後の状態で全長2ｍ未満（一廃・産廃共通）まで可

※2 従業員が個人で購入して事業所に持ち込んで消費した弁当がらや飲料容器

（２）家庭系廃棄物の収集方法 

 家庭系廃棄物の収集方法は、戸別収集方式（一部ステーション方式あり）とな

っており、収集業務は民間業者へ委託しています。 

収集頻度は、燃やせるごみと生ごみが週２回となっています。また、資源物は週

１回で、第2週と第３週のどちらか１回は燃やせないごみ及びキケンごみの収集日

としており、その週は資源物の収集はありません。 

 粗大ごみについては、令和元年度から事前申込制となっており、申し込みで決

定した日に収集します。 

図2-1-1-1 家庭系廃棄物の収集方法

コールセンターに電話申し込み

金属等不燃物はできるだけ除去する 

粗大ごみ 受付番号を記入したごみ処理券を貼り戸別収集

オレンジ色のごみ袋に入れて出す燃やせるごみ

生ごみ 黄色のごみ袋に入れて出す

燃やせないごみ 青色のごみ袋に入れて出す

青色のごみ袋にキケンと書いて出すキケンごみ

１つの大きさは15㎝未満にする 

中身のあるものは使い切る 

ペットボトル・缶・びん
つぶさない

資源物
段ボール

新聞・チラシ・雑誌本

電 池

紙パック 確認

蛍光管・LED・水銀使用廃製品

プラスチック容器包装 確認

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池は端子部を絶縁 
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（３）ごみ処理フロー

本市のごみ処理体系については、図2-1-1-2のとおりです。 

生ごみは、生ごみ・し尿処理場で破砕分別を行い、し尿及び浄化槽汚泥ととも

に下水終末処理場に圧送し、バイオガス化を行っています。 

資源物は、リサイクルセンターで選別、中間処理を行い、それぞれのリサイク

ル業者へ引き渡し、資源化しています。 

燃やせるごみ、可燃性粗大ごみ、生ごみ及び資源物残渣、乾燥汚泥は、焼却施

設で焼却処理を行っています。 

燃やせないごみ、不燃性粗大ごみ、焼却後の残渣、資源物残渣、下水沈砂はご

み処理場で埋立処理されています。 

図2-1-1-2 ごみ処理体系 

燃やせるごみ

生 ご み 生ごみ・し尿処理場

残渣 

残渣 
焼却施設 

ごみ処理場燃やせないごみ

粗大ごみ

可燃性 

不燃性 

資 源 物 資 源 化リサイクルセンター

残渣 

下水終末処理場 資 源 化 

乾燥汚泥 下水沈砂
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【第1章 計画の基本的事項】

（4）中間処理及び最終処分 

 本市の清掃関連施設は、ごみ処理場、焼却施設、リサイクルセンター、生ご

み・し尿処理場、破砕施設の５施設です。 

① 恵庭市ごみ処理場（令和5年現在第5期、第6期供用中） 

  市内で発生した燃やせないごみ、キケン

ごみ、粗大ごみの他、事業系一般廃棄物、産

業廃棄物などを埋立処理しています。 

所 在 地 盤尻 255番地 4

規 模 第 5期：309,000m3 第 6期：160,000m3

種 類 管理型最終処分場 

埋立方式 セル方式（サンドイッチ方式と併用） 

補助事業 防衛省（民生安定施設助成事業） 

供用開始 平成 20年 5月 平成 29年 5月 

② 恵庭市焼却施設 

 市内で発生した燃やせるごみ、粗大ごみの他、事業系一般廃棄物、産業廃棄物

などを焼却処理しています。焼却処理に伴い発生する熱はボイラで回収し、施設

内の暖房等に利用する他、下水終末処理場及び生ごみ処理場で利用します。ま

た、蒸気発電機によって発生した電力は、施設内の電力の一部として利用してい

ます。 

所 在 地 中島松 461番地 1

建築面積 2,282 m2

延床面積 4,204 m2

燃焼形式 全連続燃焼式ストーカ炉 

処理能力 56t/日（28t/日×2炉） 

処理対象 燃やせるごみ 

補助事業 防衛省（民生安定施設助成事業）

供用開始 令和 2年 3月 

③ 恵庭市リサイクルセンター 

 旧焼却場の施設を一部利用し、市

内で発生した資源物を受入れ、選別･

減容等処理を行い、市内外の資源化

施設へ搬出しています。 
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【第1章 計画の基本的事項】

所 在 地 島松沢 131番地の 8

名  称 
ビン・缶・ペットボト
ル 等減容保管施設 

プラスチック容器包装
減容保管施設 

ストックヤード 

建築面積 613.61 m2 418.65 m2 216 m2

延床面積 712.24 m2 418.65 m2 216 m2

機械設備 
受入・供給設備・選別
設備圧縮・減容化設備

圧縮梱包設備 資源物保管庫 

処理能力 11t/日（5時間） 5t/日（5時間） 200m2

処理対象 
ビン・缶・ペットボトル

その他資源物 
プラスチック 
 （容器包装適用物） 

ダンボール・乾電池・ 
蛍光管・紙パック・ 
衣類・小型家電・本類等

補助事業 
防衛省（特定防衛施設
周辺整備調整交付金）

防衛省（特定防衛施設
周辺整備調整交付金）

環境省（循環型社会形成
推進交付金） 

供用開始 平成12年4月 平成19年4月 平成29年3月 

④ 恵庭市生ごみ・し尿処理場 

 市内の家庭及び事業活動から発生

した生ごみやし尿等を受入れ、破砕

分別などを行っています。隣接する

下水終末処理場に送った後、下水汚

泥と混合処理し、バイオガス化して

います。 

所 在 地 中島松 460番地 1

名  称 生ごみ処理場 し尿処理場 

建築面積 254.90 m2 535.56 m2

延床面積 357.53 m2 804.82 m2

機械設備 
受入ホッパ, 破砕分別機, 
移送コンベア, 残渣ホッパ 

受入槽, 夾雑物除去装置,し渣ホッパ, 
予備貯留槽, 沈殿槽, 脱臭装置 

処理能力 18t/日（6時間） 15ｋＬ/日（6時間） 

処理対象 生ごみ し尿、浄化槽汚泥 

処理方法 
破砕分別後、し尿処理施設 
混合槽へ移送 

 前処理後、下水終末処理場へ移送
（平成 16年～平成 24年） 

 生ごみと混合し下水終末処理場へ 
移送 （平成 24年～） 

補助事業 防衛省（民生安定施設助成事業) 防衛省（民生安定施設助成事業） 

供用開始 平成 24年 9月 平成元年 2月 

⑤ 破砕施設 

  ごみ処理場では粗大ごみ等の破砕を行い、ごみを減容しています。 

所  在  地 盤尻 255番地 4

処理能力 300t/日（5時間）（移動式）

処理方式 低速回転破砕式 

補助事業 
防衛省（特定防衛施設周辺整備
調整交付金） 

供用開始 令和元年 6月 
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【第1章 計画の基本的事項】

（5）ごみの性状 

 令和４年度に実施した家庭系及び事業系一般廃棄物の組成分析の結果は、図2-

1-1-3、図2-1-1-4、図2-1-1-5、図2-1-1-6、図2-1-1-7、図2-1-1-8、図2-1-

1-9、図2-1-1-10のとおりです。 

 家庭系廃棄物の不適物（適切に分別されていないもの）の混入率は、燃やせる

ごみで ％、燃やせないごみで28％、生ごみで5%、資源物（プラスチック容器

包装）で8%、資源物（びん・缶・ペットボトル）で2%です。 

燃やせるごみ 

燃やせるごみにおける異物について種類別に見ると、生ごみが16％、市の収集

における資源物（新聞、雑誌・本、プラスチック容器包装、ダンボールなど）が

10％となっています。 

図2-1-1-3 家庭系廃棄物（燃やせるごみ）の組成 

※円グラフの説明：内円→不適物割合。中円→分別区分割合。外円→組成分類割合。 

※割合の値は四捨五入しているため、割合の合計値が100％とならない場合があります。 

また、0％と表示されているものは小数点以下に値があるもの。 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

燃やせないごみ

燃やせないごみにおける不適物について種類別に見ると、燃やせるごみが23％と

なっています。 

他にも、市の収集における資源物（びん・缶・ペットボトル、プラスチック容器包

装、新聞、雑誌・本類など）が4％あり、危険ごみ（スプレー缶・ライター類等）も

少量混入していました。 

図2-1-1-4 家庭系廃棄物（燃やせないごみ）の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

生ごみ

生ごみにおける不適物について種類別に見ると、燃やせるごみが5％となっていま

す。 

食品ロス相当の「生ごみ（未開封）」は4％でした。 

図2-1-1-5 家庭系廃棄物「生ごみ」の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

資源物（プラスチック容器包装） 

資源物（プラスチック容器包装）における不適物について種類別に見ると、燃やせ

るごみが5％、プラスチック製品（容リ法対象外）2%となっています。 

図2-1-1-6 資源物「プラスチック容器包装」の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

資源物（びん・缶・ペットボトル）

資源物（びん・缶・ペットボトル）における不適物について種類別に見ると、プラ

スチック容器包装が1％となっています。 

図2-1-1-7 資源物（びん・缶・ペットボトル）の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

事業系一般廃棄物（燃やせるごみ）

燃やせるごみにおける不適物について種類別に見ると、資源物が7％となっていま

す。そのうち「プラスチック容器包装」が5%となっています。 

図2-1-1-8 事業系一般廃棄物（燃やせるごみ）の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

事業系一般廃棄物（燃やせないごみ）

燃やせないごみにおける不適物について種類別に見ると、「草・木」14%、「衣

類・布類」と「プラスチック製品（容リ法対象外）」がそれぞれ12%となっています。 

    （単位：％） 

図2-1-1-9 事業系一般廃棄物（燃やせないごみ）の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

事業系一般廃棄物（生ごみ）

生ごみにおける不適物について種類別に見ると、「その他燃やせるごみ」が1％と

なっています。 

食品ロス相当の「生ごみ（未開封）」は17％でした。 

  図2-1-1-10 事業系一般廃棄物（生ごみ）の組成 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

2．ごみ処理の実績

（１）ごみの総排出量 

 市内の家庭及び事業活動によるごみの総排出量（搬入実績）を、表2-1-2-1及び図

2-1-2-1に示します。市内全域の処理対象人口は増加していますが、1人当たりのごみ

の排出量が減少傾向にあり、令和２年度からのごみ処理手数料改定や社会経済活動の変

化などにより、さらにごみ排出量は減少しています。

表2-1-2-1 ごみ総排出量の推移  （単位：t）

※ 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。

※  実搬入量：恵庭市のごみ関連施設に搬入された廃棄物量の実数（ごみ処理場や焼却施設へ搬入された残渣を除いた量）。 

図2-1-2-1 人口、一般廃棄物の排出量、1人1日当たりのごみ排出量の推移 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

１）家庭系廃棄物 

家庭系廃棄物の排出量は、表2-1-2-2及び図2-1-2-2のとおりです。

令和元年度から焼却施設の稼働に伴う分別変更を行ったため、燃やせるごみが増加

し、燃やせないごみは減少しています。

表2-1-2-2 家庭系廃棄物の排出量の推移      （単位：t）

※ 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 

※  1人1日当たり家庭系ごみ排出量：1 人が 1 日に出す生ごみ、資源物及び集団資源回収以外の家庭系ごみ排出量 

図2-1-2-2 家庭系廃棄物の排出量 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

２）集団資源回収 

 市内の各種団体が独自で資源物を回収する活動に対して、市では奨励金を交付し、

廃棄物の減量とリサイクルの促進を支援しています。 

 集団資源回収の実績は、回収量の95％以上を紙類が占めています。 

 奨励金については、平成22年度まで1キログラム当たり2円でしたが、平成24年度

から1キログラム当たり３円に、また、平成26年度から紙製容器包装について1キロ

グラム当たり６円に増額し、取り組みを推進しています。 

表2-1-2-3 集団資源回収の実績         (単位：t)

※ 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 

図2-1-2-3 集団資源回収量の推移
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【第２章 ごみ処理基本計画】

３）事業系一般廃棄物 

 事業系一般廃棄物の排出量は、平成25年度と令和4年度を比較すると、令和2年度

からのごみ処理手数料改定や社会経済活動の変化などにより約1,343トン減量（約

％減）しています。 

図2-1-2-4 事業系一般廃棄物の年間排出量 

４）産業廃棄物 

 市では、「一般廃棄物の処理に支障が無いこと」、「資源化・リサイクルできない

こと」などの要件を満たす、一部の産業廃棄物※を受け入れています。  

 なお、市内における産業廃棄物の発生量は、民間事業者による処理や市外で排出す

るものもあり、正確に把握することはできない状況です。 

※燃え殻、汚泥、廃プラスチック、金属くず、ガラスくず、がれき類、木くず、紙くず、繊維くず 

表2-1-2-4 産業廃棄物の搬入量         （単位：t）

※ 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 



31

【第２章 ごみ処理基本計画】

（2）ごみの処理量

１）ごみの処理 

 ごみ処理量の推移は、図2-1-2-5のとおりです。 

 令和元年度の焼却処理量は、焼却施設整備工事において試運転を実施した際のもの

であり、令和２年度から本格稼働しております。 

※ ごみ処理量には産業廃棄物を含む。

図2-1-2-5 ごみ処理量の推移 

26,826 

25,100 
25,394 

24,637 
24,052 24,477 24,460 

23,411 23,391 22,579 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

２）資源化 

① 資源物 

資源物の搬入量及び資源化量の推移は、表2-1-2-5及び図2-1-2-6のとおりです。 

資源物の搬入量は年々減少しており、民間回収拠点への搬入が増えていることに

加えて、電子端末機器の普及による情報媒体の電子化やペーバーレス化が進んだこと

により特に紙類の低下が顕著となっています。

表2-1-2-5 資源物の搬入量及び資源化量   （単位:ｔ）

※ 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

図2-1-2-6 種類別の資源化量の推移 

②  生ごみ 

生ごみの処理量の推移は、図2-1-2-7のとおりです。 

図2-1-2-7 生ごみ処理量の推移

③ 資源化実績・リサイクル率 

資源化実績及びリサイクル率の推移は、表2-1-2-6及び図2-1-2-8のとおりです。 

平成24年度からの生ごみバイオマス化の開始により、リサイクル率は大きく上昇し

ました。なお、グラフの折れ線は、生ごみを資源化しなかった場合のリサイクル率を表

しています。 

表2-1-2-6 本市の資源化実績             （単位:ｔ）

※1 資源物は、「①資源物」の資源化量を示す 

※2 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 

※ リサイクル率(％)＝
(集団資源回収量＋中間処理時の資源化量＋最終処分時の直接資源化量)

(集団資源回収量＋市が受け入れた一般廃棄物総量)

3,758 3,754 3,840 3,581

3,257

3,781 3,596
3,509

3,290 3,295
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【第２章 ごみ処理基本計画】

図2-1-2-8 本市のリサイクル率の推移 

3）焼却処理 

令和元年に試運転を実施した焼却施設は、令和２年4月から本稼働しています。 

表2-1-2-7 本市の焼却処理実績    （単位:ｔ） 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

４）埋立処理 

埋立処理量の推移は、図2-1-2-9のとおりです。 

平成30年度までは概ね横這いで推移し、令和元年度は焼却施設の試運転で一部のご

みが焼却されたことから、埋立処理量が約14,176トンに減少しています。令和２年度

の焼却施設の本格稼働により、大幅に埋立処理量は減少しました。 

図2-1-2-9 埋立処理量の推移 

20,027 

18,370 18,666 18,330 18,196 18,140 

14,176 

4,809 5,068 4,984 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

３．施策の実施状況

ごみ処理に係る施策は、表2-1-3-1のとおりです。

 表2-1-3-1 本市のごみ処理施策の実施状況 

区分 施策名称 具体的施策 取組事項 

排出抑制 実践者から将来を担う 

子どもまでの意識啓発・

情報提供・環境教育 

町内会・市民団体等との

協働による情報提供・ 

環境教育 

ごみ減量大作戦の発行など、広

報によるごみ減量化やリサイク

ルの特集記事の掲載。ごみ処理

に関する啓発用DVDの作成と各

種団体等への貸し出、市内の小

中学校及び高校、大学、専門学

校への配布 

一般廃棄物及び産業廃棄

物処分手数料の見直し 

適正な料金体系の構築 各種のごみ処分手数料について

は検証の上、必要に応じて料金

改定を実施 

再利用・ 

再生利用 

小型家電の回収 小型家電の窓口回収 小型家電を市役所・支所・出張

所の窓口にて回収し、レアメタ

ル（希少金属）などの再利用を

行っている

集団資源回収の拡大・強

化 

体制整備とネットワーク

の強化及び普及･啓発 

町内会をはじめとする各種団体

が集団資源回収に参加しており

一定の成果が出ている。奨励金

は、平成24年度以後１キログラ

ム当たり３円、また紙製容器包

装について平成26年度から1キ

ログラム当たり６円に増額し、

取り組みを推進している 

事業系一般廃棄物の 

分別資源化 

再資源化委託業者への

搬入指導 

古紙、金属くずは有価物とし

て、剪定枝は堆肥化施設への搬

入指導を行っている 

産業廃棄物の分別資源化 搬入時の検査・確認及び

民間資源化処理施設への

搬入指導 

産業廃棄物についても資源化が

可能な物については有効利用を

徹底指導している 

エネルギー

回収 

生ごみから発生するバイ

オガスの有効活用 

バイオガスの回収と効率

的な利用 

平成24年4月から生ごみの分別

収集と処理施設でのバイオガス

化を実施

適正処理 適切なごみ処理システム

の構築 

焼却処理体制整備及び 

循環資源の適正処理、 

有効活用の構築 

建設地や処理コストなど様々な

角度から検証し、中島松地区に

焼却施設を建設し、令和２年４

月から本稼働している 

環境美化等推進員の登録制

度 

廃棄物及び資源物の分別

並びに排出マナーの向上

に関する活動、活動状況

報告等 

クリーンウォーキングへの参加や

町内会一斉清掃を実施。令和5年

3月末時点で85名が登録 

ごみの適正処理の推進 廃棄物の減量化及び資源

化に関する啓発 

広報、SNSによる市民周知。 

ごみ・リサイクル収集カレンダ

ーでの分別、資源化等の周知 

集合住宅排出ごみ等優良保

管場所認定制度の導入 

優良保管場所の認定によ

る適正分別及び排出マナ

ー遵守の推進 

優良保管場所認定制度を実施。 

令和 5年 3月末時点で40件認

定 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

４．ごみ処理の評価 

環境省による「市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化のための支援ツール」を利用し、

都市形態が類似する84自治体(人口5～ 万)と、本市(令和３年度)のごみ処理実績の比

較・評価を簡易的に行いました。 

表2-1-4-1 ごみ処理状況の類似市町村との比較 

※）資源回収率は,RDF・セメント原料化等を除く値

① １人１日当たりのごみ排出量 ： 0.753 kg/人・日で、比較的少ない 

② 廃棄物からの資源回収量率  ： 0.377 t/t で、平均の約２倍と大きい 

③ 最終処分される割合     ： 0.158 t/t で、平均の約2倍と多い 

④ １人当たりの年間処理経費  ：   15,335 円/人・年で、若干高い 

⑤ 最終処分減量に要する費用  ： 56,008 円/t で、若干高い

※）レーダーグラフ中の黒線が本市の実績、赤線－は類似市町村の平均 

出典：環境省「市町村一般廃棄物処理システム計画支援ツール」(令和3年度実態調査結果) 

図2-1-4-1 ごみ処理システム分析比較表（恵庭市と類似市町村 令和４年度） 

「①１人１日当たりのごみ排出量」が「0.753kg/人・日で平均値（0.859kg/人・日）であり 

比較的少ないと言えます。 

 また、「②廃棄物からの資源回収率」は、生ごみを資源化しているため平均の約２倍

と高くなっています。 
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【第２章 ごみ処理基本計画】

５．ごみ処理の課題 

（１）ごみの減量化・資源化 

本市の令和３年度における「人口１人１日当たりごみ排出量」は、類似市町村の平

均を下回るものの、更なるごみの発生量の削減に向け、市民、事業者と一体となって

取り組む必要があります。 

また、資源化はある程度の成果を上げているものの、燃やせるごみ・燃やせないご

みへの資源物の混入が少なからず見られることから、適正分別の推進によりさらなる

資源化を進めることができます。 

更には、ガス缶など危険ごみとして排出する廃棄物について、施設及び収集運搬で

の事故防止と施設の長寿命化を図るため、適正分別の必要性を一層広めていく必要が

あります。 

（２）収集運搬・ごみ処理施設

ごみ処理施設や収集については、焼却施設の稼働により変化したごみ量やごみ質に

即した管理運営のあり方について、経済性・効率性の観点から検討し、デジタル化を

取り入れながら、ごみ処理体制を維持していくことが必要です。 

焼却施設の本稼働や焼却施設で発生する余熱の活用の開始により、循環型社会の形

成を目指したごみ処理が一層推進されたところです。 

焼却施設以外の施設については、供用年数とともに経年劣化が進んでいることから、

計画的な点検、維持補修による長寿命化を図りながら安定的な施設運営に努めるとと

もに、ランニングコストの低減に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

（３）ライフスタイルや社会状況の変化 

人口減少や高齢化、核家族化の進行により、今後は高齢者のごみの排出や遺品整理

などの増加が予想されます。 

また、激甚な自然災害が頻発しており、有事において災害廃棄物処理計画を実効性

あるものとするための内容の拡充、周辺自治体等との連携の強化といった課題もあり

ます。 

さらには、新型コロナウイルスの感染拡大はこれまでの経済社会システムを大きく

変化させました。 

このほかにも様々な要因により、ごみの量や性状の変化などが起こりうることから、

社会情勢や経済状況の変化に適切に対応していく必要があります。 
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第２節 計画策定の基本的考え方

1．ごみ処理の理念 

平成27（2015）年９月の国連サミットにおいて、「持続可能な開発のための2030

アジェンダ」が採択され、17の目標と169のターゲットからなる「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）」が定められるなど、世界的には持続可能で多様性と包摂性のある社会の

実現のための取り組みが進められています。 

また、国においても、「第五次環境基本計画」（平成３０年４月）を策定し、循環型

社会形成に関連する戦略として「食品ロスの削減」、「廃棄物の適正処理の推進」を明

示しているほか、地域循環共生圏形成による地域活性化などによる持続可能な社会づく

りとの統合的取組のため、施策の基本的方針を定める「第４次循環型社会形成推進基本

計画」（平成30年６月）が策定されるとともに、海洋プラスチックごみ問題や気候変更

問題等への対応を契機として、プラスチック資源循環促進法（令和３年６月）が成立し、

令和４年４月から施行されています。

これらの情勢を踏まえ、本市では市民・事業者・市が協力して「３Ｒ+ Renewable

（持続可能な資源）」などのごみの減量化・資源化と脱炭素化の取り組みを並行して進

めるとともに、適正なごみ処理を行っていきます。

２．基本方針 

 本市では、３つの基本方針により、循環型社会の形成を目指します。 

 （1）ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進 

 ごみの減量化・資源化のために、「3R＋Renewable」や、「Reduce（減らす）」

につながる「Refuse（必要ないものは断る）」、「Repair（修理して使う）」、

「Rental（借りる）」といった取り組みを促進し、資源循環の推進に努めます。 

（２）効率的な収集運搬と適切な施設運営 

 戸別収集方式を基本とした収集運搬体制と焼却施設、リサイクルセンターなどのごみ

処理施設について、社会情勢に応じて適切に運営するとともに、エネルギーの有効活用

を図り、再生利用や循環型社会の形成に取り組むこととします。 

 （3）社会状況の変化に対応する新たな課題への取組み 

超高齢化の進展や大規模災害への備え、脱炭素社会の構築などの新たな課題を解決す

るため、市民・事業者・市が課題を共有し、ライフサイクル全体での資源循環の実現に

取り組むこととします。

基本理念 

ごみの発生抑制・適正処理の推進により資源循環のすすむまち 

～みんなでつくる循環型都市えにわ～ 
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３．ごみの発生抑制・資源化目標 

本計画におけるごみ発生抑制・資源化目標は、表２-2-３-1のとおりとします。また、

国と北海道のごみ発生抑制・資源化目標と本市の中間目標との比較は、表2-2-３-2に示し

ます。 

短期目標年次、目標年次のリサイクル率は、全国・全道の目標値を上回ると予測され

ますが、紙類の資源化量が減少する影響から、目標年次は短期目標年次より低下する見

込みとなっています。 

表2-2-３-1 ごみの排出抑制・資源化目標

項 目 
現  況 

(令和4(2022)年度)
短期目標年次 

(令和7(2025)年度)
目標年次 

(令和12(2030)年度)

1人1日当たりの 

ごみ排出量（g/人・日）
695 693 686 

１人１日当たりの家庭系 

ごみ排出量※（g/人・日）

512 

（346） 

497 

（335） 

491 

（327） 

リサイクル率（%） 36.4 37.7 37.2 

※1人1日当たりの家庭系ごみ排出量（ ）内は、生ごみ、資源物、集団資源回収を除く値を示す。 

表2-2-３-2 国・道の排出抑制・資源化目標との比較 

目標年次
恵庭市(短期目標)
令和7(2025)年度

国 
令和7(2025)年度

北海道 
令和6(2024)年度

1人1日当たりの 

ごみ排出量（g/人・日）
693 850以下 900以下 

１人１日当たりの家庭系 

ごみ排出量※（g/人・日）

497 

（335） 

－ 

（440以下） 

550以下 

（－） 

リサイクル率（%） 37.7 － 30以上

※ 国の1人1日当たりの家庭系ごみ排出量は、集団回収量、資源物等を除く値を示す。 
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４．今後のごみ総排出量及び処理量の見込み 

（１）将来人口（人口ビジョン2019より） 

本市における平成27年から５年毎の3階級別人口推計は、図2-2-4-1のとおりで、

「老年人口の増加傾向」及び「年少人口・生産年齢人口の減少傾向」が進行してい

くものと推計しています。 

また、平成27年から5年毎の人口構成（人口ビジョン2019）は、図2-2-４-2～

2-2-4-5のとおりです。

図 2-2-4-1 人口構成の推移（恵庭市人口ビジョン2019） 

図2-2-4-2 恵庭市の人口構成（2015年）（恵庭市人口ビジョン） 
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図2-2-4-3 恵庭市の人口構成（2020年）（恵庭市人口ビジョン） 

図2-2-4-4 恵庭市の人口構成（2025年）（恵庭市人口ビジョン） 

図2-2-4-5 恵庭市の人口構成（2030年）（恵庭市人口ビジョン）
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（２）ごみ総排出量 

本市における一般廃棄物総排出量の計画値は、表2-2-4-1のとおりです。 

過去の実績から算定した総排出量としました。 

表2-2-4-1 一般廃棄物の総排出量

項   目 単位
令和４年度 
（2022） 

令和7年度 
（2025） 

令和12年度 
（2030） 

年間日数 日 365 365 365 
人  口 人 70,069 69,825 68,851 

家
庭
系
廃
棄
物

排
出
原
単
位

収

集

燃やせるごみ g/人・日 298 313 307 

生 ご み g/人・日 78 83 83

燃やせないごみ g/人・日 18 18 18 

粗 大 ご み g/人・日 14 13 13

資   源   物 g/人・日 87 88 89 
直
接
搬
入

燃やせるごみ g/人・日 0 0 0 

燃やせないごみ g/人・日 15 15 15

資 源 物 g/人・日 1 1 1 

家
庭
系
廃
棄
物

年
排
出
量

収

集

燃やせるごみ t 7,629 7,979 7,720

生 ご み t 1,987 2,112 2,082 

燃やせないごみ t 452 458 452 

粗 大 ご み t 368 336 332

資 源 物 t 2,237 2,255 2,238 

小  計 t 12,672 13,140 12,824

直
接
搬
入

燃やせるごみ t 0 0 0 

燃やせないごみ t 394 379 374 

資 源 物 t 18 28 27

小  計 t 412 407 401

合 計 t 13,084 13,547 13,225

事
業
系
廃
棄
物

年
排
出
量

事
業
系

燃やせるごみ t 1,374 1,385 1,366

生 ご み t 1,338 1,319 1,301 

燃やせないごみ t 142 128 126 

資 源 物 t 5 70 70 

小  計 t 2,859 2,902 2,863 

そ
の
他

燃やせるごみ t 0 0 0

燃やせないごみ t 0 0 0

資 源 物 t 0 0 0

ボランティア t 
可燃162 可燃150 可燃150
不燃  17 不燃  19 不燃  19

合 計 t 3,039

収集量+直接搬入量 t 16,123 16,618 16,257

集団資源回収 t 1,654 1,702 1,484

一般廃棄物総排出量 t 17,777 18,320 17,741

1人1日当たりの 
ごみ排出量 g/人・日 695 719 706

1人1日当たりの 
  家庭系ごみ排出量※2)

g/人・日
512
(346)

532
(359)

526
(353)

リサイクル率 % 36.4 37.7 37.2

※１)  家庭ごみの排出原単位は、収集と直接搬入の合計量で算出した。 
※ 2)  1人1日当たりの家庭系ごみ排出量（ ）内は、生ごみ、資源物、集団資源回収を除く値を示す。 
※ ３) 小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 
※ ４) 総排出量は、収集量、直接搬入量及び集団資源回収の合計を示す。

※1）
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また、産業廃棄物については、景気や経済活動などによる変動が大きく、排出量・

搬入量とも予想が困難であることから、令和元年度の分別変更以降の実績、直近令和

４年度により算定した搬入量が、一定の値で推移するものと計画します。 

表2-2-4-2 産業廃棄物の計画搬入量

項   目 単位
令和４年度 
（2022） 

令和7年度 
（2025） 

令和12年度 
（2030） 

燃やせるごみ t 1,612 1,612 1,612

燃やせないごみ t 1,522 1,522 1,522

合 計 t 3,134 3,134 3,134
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第3節 計画における具体的方策に関する事項 

１．市民・事業者・市の役割

循環型社会の形成のためには、市民、事業者、行政のすべてが協力しあい、実現へ向

けて積極的に取り組むことが必要です。 

市は率先して排出抑制・再資源化に取り組むとともに、市民・事業者の取り組みを促

進・支援していきます。 

① 市民の役割  

市民は、これまであった大量消費・廃棄型の生活様式を見直すため、購入・  

消費・廃棄時において、ごみになる物の受取辞退や物を長く使うことなどに努め、

資源物の分別排出を進める２Ｒを優先した６Ｒを実践し、循環型社会の形成に取り

組むことが期待されます。 

そのため、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって、社会

や経済情勢、地球環境に影響を及ぼしうることなど、自らが循環型社会づくりの 

担い手でもあることを自覚して行動することが必要となります。 

② 事業者の役割  

事業者は、市と協働して適正な分別排出やごみの減量化に向けた取組みに積極的

に努めるとともに、特に製造業者・小売事業者においては、製品製造段階での減量

化、過剰包装・容器包装の抑制、リユース容器の利用・回収促進などによる廃棄物

の発生抑制、再使用しやすい製品の製造や導入、６Ｒの実践を促す情報発信やサー

ビスの提供などにより、消費者の循環型社会形成への生活様式定着を進める取り組

みを推進することが求められます。 

また、これらの事業活動に伴って生ずる廃棄物については、排出者責任の原則に

より適正処理することが必要となります。 

③ 市の役割  

市は、排出されたごみについては可能な限り資源化するとともに、資源化でき 

ないものについては適切に処理します。 

そのために、ごみの分別・収集体制については経済性・効率性の観点から適宜 

必要な見直しを行い、環境に配慮した安定的なごみ処理体制の維持・運営に努め 

ます。 

また、市民及び事業者に対して、ごみの発生抑制・再利用・資源化を推進する 

ための意識啓発や、必要な情報の収集・発信を行うとともに、国、道、その他関係

機関と連携・協働のもと、社会情勢に柔軟に対応した新たな施策を立案・実施する

こととします。 
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２．基本方針を踏まえた方策 

（1）ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進 

表2-3-2-1 ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進 

No 方策 内容 

１ ごみの減量化・資源化に

係る意識啓発・情報発信 

ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進のため、各種紙・

デジタル媒体、ホームページ及びごみ分別事典等での周知の

他、町内会や市民団体、教育機関等を対象とした出前講座や施

設見学を行い、ごみの減量や分別、処理に掛かる費用などに関

する啓発を行います。 

このほかにも、不適正な分別による異物混入の防止のため、

ごみ処理施設に関することなど、ごみ処理全般に係る情報発信

を行います。 

２ 適切なごみ処理手数料の

設定 

 「排出抑制、再資源化の促進」、「公平性の確保」、「市民

や事業者の意識改革」等の観点から、適切なごみ処理手数料を

検証し、必要に応じた見直しを行います。 

３ 資源化の促進に向けた取 

り組み 

生ごみや資源物の分別収集・小型家電や古着の回収等によ

り、可能な限り資源化を実施します。また、資源物の民間回収

拠点等の情報提供を行うとともに、ケミカルリサイクルによる

ボトルtoボトルの推進など、官民協働での資源化の取り組みを

進めます。 

また、集団資源回収登録団体への奨励金の交付や資源化に関

する情報提供を通じ、集団資源回収の更なる活性化を図るとと

もに、地域の実情に応じた資源化の促進に努めます。 

４ 地域・事業者との連携 町内会、環境美化等推進員、教育機関、集合住宅オーナー及

び管理会社と連携し、不法投棄・不適正排出対策に努めます。

特に集合住宅については、不適正ごみの排出抑制のため、優

良保管場所認定制度において、ステーションの適正管理の推進

を支援しています。 

また、事業者との処理委託契約書の締結や、製造・流通・販

売段階での過剰包装削減等の取り組みを促進していきます。 

５ 分別意識向上のための

SNS等の活用 

 簡単に適正分別に取り組め、分別意識を向上することができ

るよう、SNSやアプリ等を活用した家庭ごみの分別周知のほ

か、ごみ検索サイトの普及等を促進していきます。 
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（2）効率的な収集運搬と適切な施設運営 

表2-3-2-2 効率的な収集運搬と適切な施設運営 

No 方策 内容 

１ 経済的・効率的な分別や 

収集運搬体制の検討 

ごみ処理施設の維持管理手法の検討と併せて、分別や収集ル

ートの収集運搬体制について検討します。 

２ 粗大ごみ申し込みのオンラ

イン化の検討 

国のデジタルガバメント実行計画※において、「処理件数が多

く」、「住民等の利便性向上」や「業務の効率化」効果が高い

と考えられる、地方公共団体が優先的にオンライン化を推進す

べき手続の例として挙げられていることから、今後導入の検討

をします。 

※デジタルガバメント実行計画：データ環境の整備や行政手

続きのオンライン化などを実現するために制定された施策。 

３ 焼却施設の適切な運営 長期包括的管理運営による利点を活かし、適切な維持管理を

実施するとともに、不適物防止に向けたPRや実態調査を実施す

ることで施設の安定稼働を図り、可燃物の適正処理を進め、最

終処分量を縮減していきます。 

４ ごみ処理に伴うエネルギー

回収と有効利用 

焼却施設における維持管理手法の見直しによる共通停止期間

の短縮やごみの適正分別の周知により熱エネルギーやバイオガ

ス発生量を安定的に確保し、下水道事業と連携した循環型処理

システムの取組みを継続していきます。 

５ 安定的で経済性・効率性 

を考慮したごみ処理施設 

の維持管理手法の検討 

施設の安定的稼働に向けて必要な機器の更新を進めるととも

に、長期的にごみ処理体制を確保するため、施設の再整備や運

営手法の検討を進めていきます。 
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（３）社会状況の変化に対応する新たな課題への取組み 

表2-3-2-3 社会状況の変化に対応する新たな課題への取組み

No 方策 内容 

１ 少子高齢化社会への対応  福祉関係者と連携した高齢者や単身者のごみ出し支援や、

大量の遺品の適正処理が困難なケースへの対応などを検討し

ていきます。 

２ 災害廃棄物処理計画の継

続的な見直し 

 国の「災害廃棄物対策指針」等に基づき、適切な見直しを

継続的に行い、発災時に迅速な対応を行えるよう、平時から

災害に備えた準備や体制の構築等に努めます。 

３ 食品ロスの削減  食品ロスを削減するために食品を買いすぎない、自宅や飲

食店における食べ切りの実践等、市民・事業者等と連携しな

がら取り組んでいきます。 

４ プラスチック資源循環へ

の対応 

化石燃料由来のプラスチック製品からの転換としてバイオマ

スプラスチックへの素材変更（ごみ袋）や、プラスチック資源

循環促進法の趣旨も踏まえた廃プラスチックの適正処理に資す

るリサイクルシステムの取り組みなど、国の動向を注視しつ

つ、経済性・効率性の観点を考慮した検討を行い、地域の実情

に応じた対応を実施します。 

５ 今後懸念される様々な課

題への対応 

持続可能な社会を目指した国際協調の取組みが進められてい

ることを踏まえ、国、道、その他関係機関と連携・協働のも

と、社会情勢に柔軟に対応した新たな施策の立案・実施に取り

組んでいきます。 

また、自らも事業者として、バイオマスプラスチックを使用

したごみ袋の導入やグリーン購入などのカーボンニュートラル

に資する取り組みを実行するなど、地方公共団体に期待される

役割を果たしていきます。 
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第４節 収集・運搬計画に係るごみ分別の基本的な考え方 

１．家庭系廃棄物 

 家庭系廃棄物の分別収集区分と処理方法は、表2-4-1-1のとおりです。 

 本市では恵庭市分別収集計画を策定し、容器包装廃棄物の排出を抑制するとともに、

地域における容器包装廃棄物の３Ｒ+Renweable（再生可能な資源への代替）を推進す

る目的で、市民・事業者・恵庭市の３者が責任を分担することを示しています。 

 なお、資源物の分別区分は国の施策等を踏まえ適宜見直しを行い、効率的で安定的な

処理を行っていきます。 

表 2-4-1-1 家庭ごみの種類と処理方法など 

種 類 収集・運搬主体
中間処理 最終処分 

処理主体 処理方法 処理主体 処理方法

燃やせるごみ 市（委託） 市（委託） 焼却 市（委託） 埋立 

燃やせないごみ 市（委託） － － 市（委託） 埋立 

危 険 ご み 市（委託） 市（委託） 選別 市（委託） 埋立 

粗大ごみ 市（委託） 市（委託） 破砕磁選 焼却 市（委託） 埋立 

生  ご  み 市（委託） 市（委託） 破砕分別 － － 

プラスチック容器包装 市（委託） 市（委託） 選別 圧縮梱包 － － 

ペットボトル・缶・びん 市（委託） 市（委託） 選別 圧縮梱包 － － 

紙パック 市（委託） 市（委託） 選別 ｺﾝﾃﾅ積替 － － 

ダンボール 市（委託） 市（委託） 選別 ｺﾝﾃﾅ積替 － － 

新聞ちらし ・ 雑誌 ・本 市（委託） 市（委託） 選別 ｺﾝﾃﾅ積替 － － 

蛍光管・LED水銀使用廃製品 市（委託） 市（委託） 選別 ｺﾝﾃﾅ積替 － － 

電池 市（委託） 市（委託） 選別 ｺﾝﾃﾅ積替 － － 

２．事業系廃棄物 

  事業者が排出するごみは、排出者自らの責任において適正に処理することを原則と

して、排出者が減量化・資源化に努め、市の施設に搬入するときは、自ら搬入する

か、収集運搬業許可業者へ委託し搬入するものとします。 

表2-4-2-1 事業系廃棄物の種類と処理方法など

種 類 収集・運搬主体
中間処理 最終処分 

処理主体 処理方法 処理主体 処理方法

燃やせる ごみ 排出者許可業者 市（委託） 焼却 市（委託） 埋立 

燃やせないごみ 排出者許可業者 市（委託） 破砕磁選 市（委託） 埋立 

生 ご み 排出者許可業者 市（委託） 破砕分別 － － 

資 源 物 

排   出   者 

許 可 業 者 

資源回収業者

市（委託）

資源化業者
選別 圧縮梱包 － － 
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第5節 適正な処理を実施するための基本的な計画 

1．収集・運搬計画

（１）基本方針 

分別排出の周知徹底を図るとともに、排出されたごみの収集・運搬を安全かつ衛

生的に実施します。 

（２）ごみの収集対象区域 

ごみの収集対象区域は、本市の行政区域内全域とします。 

（３）ごみ収集・運搬の機材 

ごみの収集・運搬業務は、委託により行います。また、ごみ質やごみ量の変化、

受入れ体制の変更などの状況が大きく変化した場合においては、効率的収集・運搬

体制を検討し、必要に応じて見直しを行います。 

また、ごみの収集・運搬車両を更新する際には、委託業者に次世代自動車の導入

を推奨します。 

２．中間処理計画 

（１）基本方針 

令和2年度から焼却施設が本稼働したことから、資源化できるものは極力資源化

し、資源化できないものは焼却処理を中心とする減量化・減容化を図り、最終処分

場への負担を軽減することとします。 

また、環境に対する影響・負荷を最小限に抑えるための方策を講じます。 

（２）中間処理の方法 

中間処理の方法は、表2-5-2-1のとおり実施しています。

表2-5-2-1 中間処理の方法

ごみの種別 処理方法 中間処理施設 

燃やせるごみ 焼却 焼却施設 

生ごみ 破砕分別 生ごみ・し尿処理場 

危険ごみ 選別 ごみ処理場(最終処分場)

粗大ごみ
可燃性 破砕 焼却 焼却施設 

不燃性 破砕磁選 ごみ処理場(最終処分場)

資源物 選別 圧縮梱包 コンテナ積替 リサイクルセンター 
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「燃やせるごみ」は、令和２年度より焼却処理を行っており、焼却後に発生する

焼却灰等の残渣は、最終処分場で埋立処分を行います。令和2年度以降、「燃やせ

るごみ」、「可燃性粗大ごみ」、「生ごみ」と「資源物」から発生する残渣のうち

可燃性の残渣は、焼却施設で減容化しています。 

「生ごみ」は、引き続き生ごみ・し尿処理場で、破砕分別後し尿処理施設の混合

槽へ移送し、その後し尿・浄化槽汚泥とともに、下水終末処理場に圧送し、バイオ

ガス化を行います。破砕分別により発生した残渣は、焼却施設に搬入し、焼却処理

を行います。 

「可燃性粗大ごみ」は焼却施設内に設置した切断機で破砕し、焼却処理します。 

「不燃性粗大ごみ」は破砕機で破砕し、金属などのリサイクルできるものについ

ては、資源化を目指します。 

「資源物」は、リサイクルセンターで選別、圧縮、梱包などの処理を行った後、

民間業者に引き渡して資源化します。 

（３）中間処理量 

中間処理施設に係るごみ処理量の見込みは、表2-5-2-2のとおりです。 

表2-5-2-2 中間処理施設に係るごみ処理量の見通し 

（単位：t） 

施 設 名 
令和4年度
（2022） 

令和7年度
（2025） 

令和12年度
（2030） 

リサイクルセンター 2,091 2,353 2,335 

生ごみ・し尿処理場 3,295 3,431 3,383 

焼 却 施 設 

一般廃棄物 10,598 11,010 10,723 

産業廃棄物 1,612 1,612 1,612 

小 計 12,210 12,622 12,335 

中間処理計 

一般廃棄物 15,984 16,794 16,441 

産業廃棄物 1,612 1,612 1,612 

合 計 17,596 18,406 18,053 

注）小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 
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３．最終処分計画 

（１） 基本方針 

「不燃性粗大ごみ」、「燃やせないごみ」と中間処理施設から発生する不燃性残

渣、焼却灰等は最終処分場で埋立処理します。 

今後もできるだけ資源化・減量化することによって最終処分量を低減し、最終処

分場の延命を図っていく方針です。 

（２）最終処分量 

本市の最終処分量の見通しは、表2-5-3-1のとおりです。 

表2-5-3-1 最終処分量の見通し 

  （単位：t） 

種 別
令和4年度
（2022） 

令和7年度
（2025） 

令和12年度
（2030） 

収集+直接搬入 一般廃棄物 1,351 1,152 1,137 

産 業廃棄物 1,525 1,522 1,522 

小 計 2,876 2,674 2,659 

中間処理残渣 一 般廃棄物 1,838 1,976 1,934 

産 業廃棄物 270 267 261 

小 計 2,108 2,243 2,195 

最終処分計 一 般廃棄物 3,189 3,128 3,071

産 業廃棄物 1,795 1,789 1,783

小 計 4,984 4,917 4,854

注）小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 
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第6節 ごみ処理施設の整備に関する事項 

1．中間処理施設及び最終処分場 

（１）中間処理施設の整備 

リサイクルセンターは、びん・缶・ペットボトル及びプラスチック製容器包装の減

容保管施設として、平成１２年から供用していますが、機械設備の老朽化や受け入れ

る資源物の形質・量の変化への対応などにより、資源化を継続するためには早期に対

策が必要な状況であり、効率的な運営手法の検討も含め、大規模改修又は再整備につ

いて検討を進めていきます。 

生ごみ・し尿処理場は、バイオガス化によるエネルギーの有効利用を継続するた

め、安定的な稼働に向けた計画的な機器更新を行うとともに、今後の運営体制につい

ては、下水道事業への統合など経済的合理性についても検討を進める必要がありま

す。 

焼却施設については、長期包括的管理運営により計画的な補修更新を実施すること

で、施設の延命化を図っていきます。 

（２）最終処分場の整備 

現在供用中の最終処分場については、機器更新や清掃など計画的な維持管理を実施

し、環境に対する影響・負荷が増大しないよう必要な計測・監視を実施するとともに、

計測データについてはホームページなどで公開します。 

次期最終処分場整備については、既存の処分場隣接地を整備候補地とし、安全性や

経済性の観点から、必要容量や整備手法などについて検討を行い、整備に向けた準備

を進めていきます。 
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 第３章 食品ロス削減推進計画                 

 第１節 計画策定の趣旨

１．計画策定の背景と趣旨

 「食品ロス」とは、まだ食べられるのにも関わらず捨てられる食品のことです。 

 我が国において、スーパーマーケットやコンビニエンスストア等の小売店や外食店

の普及により、生産・製造・販売・消費等の各段階において毎日大量の食品ロスが発

生しています。 

 国の推計では、令和 3 年度に全国で年間 523 万トン1の食品ロスが発生しており、

国民一人当たりに換算すると年間42㎏になります。 

 この問題は国際的にも注目されており、世界の食料廃棄量は年間約 13 億トン2、飢

えや栄養不良などの理由で苦しんでいる人々は約7.7 億人3に上ります。 

 こうした食品ロス削減に向けた関心が国際的に高まる中、平成27年(2015年)9月

の国連サミットで採択された「SDGｓ(Sustainable Development Goals：持続可

能な開発目標)」では、「目標 12.持続可能な生産消費形態を確保する」の項目におい

て、「2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を

半減させること」が国際目標として設定されました。 

 国においては、国民運動として食品ロスの削減を推進するために、令和元年 10 月

に「食品ロスの削減の推進に関する法律」（以下「食品ロス削減推進法」という。）が

施行され、令和 2 年 3 月には、食品ロス削減推進法に基づき、国や地方公共団体の食

品ロス削減推進の意義、基本的方向性等を定めた「食品ロスの削減の推進に関する基

本方針」が定められました。 

 また、北海道では、「北海道食品ロス削減推進計画」を令和 3 年 3 月に策定し、食

品ロス発生量を、平成29年度の約33万トンから令和12年度に26万トンまで削減

することを目標にしています。 

 本市においても、「恵庭市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、ごみの発生抑制を進

める上で重要である“食品ロス削減”に向けて、市、市民、関係機関・団体、事業者

と協働し、様々な立場から主体的かつ計画的に食品ロス削減を推進していくために、

「恵庭市食品ロス削減推進計画」を策定します。 

1消費者庁「食品ロス削減関係参考資料(令和 5年 6月 9日)」
2国連食糧農業機関(FAO)「世界の食料ロスと食料廃棄(2011年)」
3国連食糧農業機関(FAO)「the STATE OF FOOD SECURITY AND NUTRITION IN THE WARLD(2022)」
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２．計画の位置づけ

 本計画は、食品ロス削減推進法第 13 条第 1 項の規定に基づき策定する「市町村の

区域内における食品ロスの削減の推進に関する計画」(市町村食品ロス削減推進計画)

として位置付けます。 

 また、この計画は、「恵庭市一般廃棄物処理基本計画」における食品ロス削減に関す

る事項の個別計画として位置付けするとともに、「第3次恵庭市環境基本計画」、「恵庭

市一般廃棄物処理基本計画」、「第 3 次恵庭市食育推進計画」等の関連計画との整合性

を図るものとします。 

３．計画の期間 

 計画期間は、終期を国や北海道の目標年度、「恵庭市一般廃棄物処理基本計画」に合

わせ、令和5年度(2023年度)から令和12年度(2030年度)までの8年間とします。 

 なお、計画期間内であっても、今後の社会経済情勢の変化や食品ロスに関連する制度

改正、計画策定の内容と大きく変わる事象が生じた場合は、必要に応じて計画の見直し

を行うこととします。 

食品ロスの削減の推進に関する法律 

食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針 

北海道食品ロス削減推進計画 

恵庭市食品ロス削減推進計画

恵庭市一般廃棄物処理基本計画

令和3年 令和12年令和5年

恵庭市食品ロス削減推進計画 

北海道食品ロス削減推進計画

国

恵庭市総合計画

恵庭市環境基本計画

恵庭市一般廃棄物処理基本計画

第３次恵庭市食育推進計画
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4．食品ロス削減とSDGs との関係性 

 ＳＤＧｓとは、社会・経済・環境の３つの側面から捉えられる17のゴールと169の

ターゲットから構成される、誰一人取り残さない持続可能なより良い未来を築くことを

目指すための世界共通の目標です。 

 本計画でも、「第３次恵庭市環境基本計画」との調和を図りながら、このＳＤＧｓの

考え方を活用し食品ロスの削減をすることで、経済・社会の諸課題を同時解決に繋げら

れるように取り組んでいくものとします。 

●食品ロスを抑制し、「もったい
ない」食料品をフードバンクやフ
ードドライブを通して、食べ物に
困っている方や、福祉施設などに
提供します。 

●農産物の過剰消費を抑制し、 
環境に配慮します。 

●食品ロス問題に対する
知識を深められるように
啓発していきます。 

●食品ロス問題を解決するた
めに、市、市民、関係団体・
事業者が協働で取り組んで行
きます。 

本計画と関連するゴール
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 第２節 食品ロスの現状

1．食品ロスの現状(組成分析の結果) 

 本市では、恵庭市内から発生する家庭ごみと事業ごみについて、ごみの種類別に組成

割合を調査し、ごみの性状を把握するとともに、今後の廃棄物関係施策や市民への啓発

活動のための基礎資料とすることを目的として、令和４年度にごみの組成調査を行いま

した。（本市における食品ロスの推計量は、この組成分析結果を用いて算出しています。） 

 ① 家庭系食品ロスの推計量

 家庭系生ごみに含まれていた食品ロス相当(手つかずの食品)の割合は約 3.8%で、家

庭系燃やせるごみに含まれていた食品ロス相当(手つかずの食品)の割合は約 4.6%でし

た。 

 令和４年度のそれぞれ（生ごみ・燃やせるごみ）の家庭ごみ量から食品ロスの推計量

を試算すると年間約426トンとなります。 

【家庭系生ごみの組成分析結果】         【家庭系可燃ごみの組成分析結果】 

※家庭由来の年間食品ロス量： 

(家庭系生ごみ1,986.89ｔ/年 × 3.8％) + (家庭系燃やせるごみ7,628.67ｔ/年 × 4.6％） ≒ 426ｔ 

生ごみ, 

９０.１％

食品ロス相当, 

3.８％

ごみ袋, 

１.４％
分別不適物, ４.７％

可燃

７２.７％不燃・キケン

０.８％

資源

１０.０％

生ごみ

１１.２％

食品ロス相当

４.６％

ごみ袋

０.７％

市内の家庭由来の食品ロス推計量 

(R4年度 ) 

426t/年 
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② 事業系食品ロスの推計量 

 事業系ごみの調査結果では、生ごみに含まれていた食品ロス相当(手つかずの食品)の

割合は約16.5％で、燃やせるごみに含まれていた食品ロス相当(手つかずの食品)の割合

は約0.3%でした。 

 令和４年度のそれぞれ（生ごみ・燃やせるごみ）の事業系ごみ量から食品ロスの推計

量を試算すると年間約225トンとなります。 

※事業由来の年間食品ロス量： 

(事業系生ごみ1,338.2ｔ/年 × 16.5％) + (事業系燃やせるごみ1,535.85ｔ/年 × 0.3％）≒ 225ｔ 

③ 市内から発生する食品ロスの推計量 

生ごみ

８０.６％

食品ロス相当

１６.５％

ごみ袋

１.４％

可燃

１.４％

可燃

８９.５

％

不燃・キ

ケン

０.3％

資源

７.５％

生ごみ

０.3％

食品ロス相当

０.3％
ごみ袋

２.２％

市内の事業由来の食品ロス推計量 

（R4年度） 

225ｔ/年 

市内の家庭由来の食品ロス推計量 

（R4年度） 

426t/年

市内の事業由来の食品ロス推計量 

（R4年度） 

225ｔ/年

市内から発生する食品ロス推計量 

（R4年度） 

651ｔ/年 
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2．食品ロスに関するアンケート調査 

① 市民アンケートの結果（令和3年度実施）  ※食品ロスに関わる設問のみ抜粋 

■対象 

 無作為抽出の18歳以上の市民2000人 

■アンケートの回収期間 

 発送：令和3年9月3日 

 提出期限：令和3年10月１日 

■回収結果 

配布数 返戻数 有効回収数 
回収率 

【有効回収数/(配布数-返戻数)】 

2,000 13 1,005 50.6％ 

●「食品ロス」の認知度について、「言葉も具体的な取組みも知っている」と回答され

た方が６２％であった一方、「言葉を聞いたこともない、見たこともない」の回答が

２％であったことから、ほとんどの方が“食品ロス”について認識していることが窺え

ます。

言葉も具体的な取

組みも知っている,

６００票,６２％

言葉は聞いたこ

と、見たことがあ

るが具体的な取

組みは知らない

, 3４５票, 3６％

言葉を聞いたこと、見

たこともない,

２０票, ２％

n=965 
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●「食品を買いすぎない」(721 票)、「食品が長持ちする保存方法にしている」(619

票)は、問７「食品ロス」の認知度で「言葉も具体的な取組みも知っている」と回答され

た 600 票を超えており、認知度以上に何らかの形で食品ロスに取り組んでいることが

窺えます。 

●年齢別では、ご高齢になるほど、「食品が長持ちする保存方法にしている」や「料理

を作りすぎない」、「食品の皮や外葉を過度に除去しない」の割合が高くなる一方、３０

歳代以下の若年層では「好き嫌いをしない」の割合が高くなる等、年齢別で傾向が異な

ります。 

●住居形態別では、集合住宅より戸建て住宅の方が、「食品を買いすぎない」や「食品

が長持ちする保存方法にしている」と回答した割合が高くなっています。 

n=925 

721

619

365

222

565

200

40

48

0 100 200 300 400 500 600 700 800

食品を買いすぎない

食品が長持ちする保存方法にしている（冷凍保存
や保管場所の工夫など）

料理を作りすぎない

好き嫌いをしない

食品を消費期限内に使い切る

食品の皮や外葉を過度に除去しない

その他

特になし（食品ロスの取組みは行っていない）
n=925
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食
品
を
買
い
す
ぎ
な
い

食
品
が
長
持
ち
す
る
保
存
方

法
に
し
て
い
る
（

冷
凍
保
存

や
保
管
場
所
の
工
夫
な
ど
）

食
品
を
消
費
期
限
内
に
使
い

切
る

料
理
を
作
り
す
ぎ
な
い

好
き
嫌
い
を
し
な
い

食
品
の
皮
や
外
葉
を
過
度
に

除
去
し
な
い

特
に
な
し
（

食
品
ロ
ス
の
取

組
み
は
行
っ

て
い
な
い
）

そ
の
他

人数 721 619 565 365 222 200 48 40

回答率 77.9% 66.9% 61.1% 39.5% 24.0% 21.6% 5.2% 4.3%

人数 570 485 437 290 172 154 28 25

回答率 79.7% 67.8% 61.1% 40.6% 24.1% 21.5% 3.9% 3.5%

人数 108 95 96 54 37 33 16 11

回答率 68.8% 60.5% 61.1% 34.4% 23.6% 21.0% 10.2% 7.0%

人数 4 5 3 0 1 2 1 1

回答率 133.3% 166.7% 100.0% 0.0% 33.3% 66.7% 33.3% 33.3%

選択項目

総計

戸建て住宅

集合住宅

その他

食
品
を
買
い
す
ぎ
な
い

食
品
が
長
持
ち
す
る
保

存
方
法
に
し
て
い
る

（

冷
凍
保
存
や
保
管
場

所
の
工
夫
な
ど
）

食
品
を
消
費
期
限
内
に

使
い
切
る

料
理
を
作
り
す
ぎ
な
い

好
き
嫌
い
を
し
な
い

食
品
の
皮
や
外
葉
を
過

度
に
除
去
し
な
い

特
に
な
し
（

食
品
ロ
ス

の
取
組
み
は
行
っ

て
い

な
い
）

そ
の
他

人数 721 619 565 365 222 200 48 40

回答率 77.9% 66.9% 61.1% 39.5% 24.0% 21.6% 5.2% 4.3%

人数 51 39 44 20 21 19 5 1

回答率 66.2% 50.6% 57.1% 26.0% 27.3% 24.7% 6.5% 1.3%

人数 98 81 80 42 38 23 7 4

回答率 76.6% 63.3% 62.5% 32.8% 29.7% 18.0% 5.5% 3.1%

人数 119 84 90 59 36 26 12 13

回答率 71.7% 50.6% 54.2% 35.5% 21.7% 15.7% 7.2% 7.8%

人数 135 115 100 68 37 38 7 8

回答率 80.4% 68.5% 59.5% 40.5% 22.0% 22.6% 4.2% 4.8%

人数 149 144 119 85 39 44 7 6

回答率 79.7% 77.0% 63.6% 45.5% 20.9% 23.5% 3.7% 3.2%

人数 157 149 124 86 49 45 9 8

回答率 86.3% 81.9% 68.1% 47.3% 26.9% 24.7% 4.9% 4.4%

総計

２０代
以下

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代
以上

選択項目
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② 事業者アンケートの結果（令和5年度実施） （一部抜粋） 

■対象 

 市内の飲食・小売事業者 199者  （飲食151者・小売48者） 

■アンケートの回収期間 

 発送：令和5年7月31日 

 提出期限：令和5年8月 21日 

■回収結果 

配布数 有効回収数 
回収率 

【有効回収数/配布数】 

199 90（飲食67・小売23） 45.2％ 

●「重要」または「どちらかといえば重要」と回答した事業者の合計が86．7％と、事

業者全体の共通認識として“食品ロス削減”が浸透していることが窺えます。 

重要, ５９票, 

６５.６％

どちらかというと重要,

１９票, ２１.１％

どちらともいえない,

５票, ５.６％

どちらかという

と重要ではない,

７票, ７.８％

n=90
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【飲食事業者】 

【小売事業者】

11 
34 

6 
8 

28 
25 

34 
6 

2 
2 
3 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

食品ロスは発生していない
賞味期限・消費期限切れ等で使用（販売）できなく…

社内ルール等により使用できなくなった
食材や料理の製造・流通過程での汚損、異物混入

売れ残り
調理の際の端材
客の食べ残し

過剰な仕入れ、過剰な仕込み
規格外品

1/3ルール（裏面参照）などの商習慣
その他

n=67

0 
23 

8 
8 

20 
13 

8 
7 

0 
3 

0 

0 5 10 15 20 25

食品ロスは発生していない
賞味期限・消費期限切れ等で使用（販売）できなく…

社内ルール等により使用できなくなった
食材や料理の製造・流通過程での汚損、異物混入

売れ残り
調理の際の端材
客の食べ残し

過剰な仕入れ、過剰な仕込み
規格外品

1/3ルール（裏面参照）などの商習慣
その他

n=23
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●「賞味期限・消費期限切れ等で使用（販売）できなくなった」「売れ残り」「調理の際

の端材」「客の食べ残し」の4つの要因の合計が全体の約3/4を占める結果でした。

●「売れ残り」や「客の食べ残し」については、客の消費行動に因るところが大きいが、

「賞味期限・消費期限切れ等で使用（販売）できなくなった」「調理の際の端材」は、

事業者側の努力で改善可能な部分が大きいと思われます。 

【飲食事業者】 

2 
52 
54 

23 
29 

3 
2 
1 
3 

16 
9 

0 
4 
3 

0 10 20 30 40 50 60

特になにもしていない
賞味期限・消費期限の近い食材から積極的に使っ…

ロスにならない量の仕入れや仕込みを行う
食べ残しの持ち帰りを認めている

食べ残しの持ち帰りの容器を提供している
食品ロス削減に関する啓発…

30・10運動（さんまる・いちまる運動）」など、…
手前どりの啓発

店員からお客へ直接、食べきりについての…
小盛サイズメニューの提供

（宴会等の際）食事量を事前にヒアリングして…
フードバンクやフードドライブに食品を提供して…

独自に食品リサイクルをしている。
その他

n=67
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【小売事業者】 

●「賞味期限・消費期限の近い食材から積極的に使っている」「ロスにならない量の仕

入れや仕込みを行う」は、ほとんどの事業者が行っているという結果でした。また、問

2 で多くの事業者が食品ロスの発生原因として「賞味期限・消費期限切れ等で使用（販

売）できなくなった」を選択していることから、『食品ロスの発生抑制の手段として認

識し、実行しているが現実として発生してしまっている食品ロスがある』と考えられま

す。 

●「食品ロス削減に関する啓発（ポスター・チラシの掲示）をしている」「「30・10 運

動（さんまる・いちまる運動）」など、たべきり運動の推進を行っている事業者が少な

かったことから、行政側が事業者側に啓発について働きかけることで、食品ロス削減に

寄与する余地はあると考えられます。 

●小売事業者で回答があった 23 者のうち 13 者から「手前どりの啓発」と回答があり

ました。小売事業者においては、自主的な啓発がある程度行われていると思われます。 

1 
18 

23 
0 
0 

5 
0 

13 
0 

3 
0 
1 
0 

4 

0 5 10 15 20 25

特になにもしていない
賞味期限・消費期限の近い食材から積極的に使っ…

ロスにならない量の仕入れや仕込みを行う
食べ残しの持ち帰りを認めている

食べ残しの持ち帰りの容器を提供している
食品ロス削減に関する啓発…

30・10運動（さんまる・いちまる運動）」など、…
手前どりの啓発

店員からお客へ直接、食べきりについての…
小盛サイズメニューの提供

（宴会等の際）食事量を事前にヒアリングして…
フードバンクやフードドライブに食品を提供して…

独自に食品リサイクルをしている。
その他

n=23 
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●「事業者（店）側の意識変革」が必要と答えた事業者が 6 割近くいることから、食品

ロス縮減の鍵は、事業者側がどのような取り組みを行っていくかが重要だと自覚してい

る事業者が多いようでした。 

行政側による

周知啓発活動

６票７％

事業者（店）側の意識変革

５3票

５９％

消費者（お客）側の

意識変革

２3票

２５％

無回答

８票

９％

n=90 
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 第 3節 計画の目指すもの

1．基本理念 

 市民・事業者・関係団体・行政がそれぞれ役割を認識し、協力的に食品ロスに関連す

る課題の解決を図っていくため、誰もが日常において食への「感謝」と「大切さ」の気

持ちを育むこと。恵庭の緑豊かで美しい環境を将来に亘って維持し、食文化や食べ物を

大切にする「もったいない」の気持ちを未来の子どもたちにつないでいくまちの実現を

図ります。 

２．施策 

3．各主体に期待される役割 

■市民 

・食品ロス削減の重要性について理解を深め、食品ロスに関する情報収集や市などが実

施する施策へ積極的な参加をする。 

・食材の購入量や外食等での注文量の見直しや工夫など、食品ロス削減に向けた自主的

な取組みを実施する。 

・手前どりや少量メニューの選択など、事業者が実施する食品ロス削減の取組みに対し

協力をする。 

■事業者 

・食品ロス削減の重要性について理解を深め、食品ロスに関する情報収集や市などが実

施する施策への積極的な参加、消費者への食品ロス削減の意識醸成や行動の促進をする。 

・適正発注、売り切り・食べきり等、自らの業態に応じた食品ロス削減に向けた取組み

を推進する。 

未来につなぐ「もったいない」 

～みんなでつくろう サスティナブルえにわ～

１．食品ロス発生抑制のための普及啓発を図ります。

２．食品廃棄物の資源循環の推進を図ります。

 ３．食品ロス削減のための連携を強化します。
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■行政 

・あらゆる主体に対して食品ロスに関する啓発や情報発信を行い、社会全体における食

品ロス削減の機運を醸成する。 

・食品ロスの削減について、市民・事業者・関係団体などと連携した取組みを推進する。 

・食品廃棄物のバイオガス化発電による循環利用の推進。 

４．目標 

 国では、2000 年度を基準に 2030 年度までに食品ロス量を半減（980 万トン⇒

489 万トン）する目標を設定しています。全国における食品ロス発生量は、2000 年

度の 980 万トンから 2021 年度に 523 万トンに減少しており、2030 年度に目標の

490万トンを達成するためには、2021年度から6.5％削減することが必要です。 

恵庭市においても、国の削減目標に合わせることとし、「2021 年度比で 2030 年度ま

でに食品ロス発生量の6.5％削減」を目標値として設定します。 

年度 本市の食品ロスの量 

※注 2021年度の食品ロス発生量は、2021年度の家庭系生ごみ・可燃ごみ、事業系

生ごみ・可燃ごみの発生量に、2022 年度に実施した組成分析における「食品ロス相当」

の割合をかけて算出しました。 

※年間食品ロス量(2021年度基準) 

(家庭系生ごみ2,126.75ｔ/年 × 3.8％) + (家庭系燃やせるごみ7,129.87ｔ/年 × 4.6％） ≒ 455ｔ…A 

(事業系生ごみ1,310.28ｔ/年 × 16.5％) + (事業系燃やせるごみ1,549.15ｔ/年 × 0.3％）≒ 221ｔ…B 

年間食品ロス量＝A + B ＝676ｔ

2021年度

2022年度

2030年度 

（目標年度）

676t※注 

651t 

（家庭426t・事業225t） 

632t 

（目標値） 

６.５％減

２０２１年度⇒２０3０年度
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 第４節 食品ロス削減の施策

本計画では、施策を基に以下の取組みを行います。 

施策 取組み 

１．食品ロス発生抑制のため

の普及啓発を図ります。 

１－① 家庭および消費者に向けた情報発信 

１－② 事業者に向けた情報発信 

２．食品廃棄物の資源循環の

推進を図ります。 

２－① 生ごみのバイオガス化処理の体制維持 

２－② 食品リサイクルの取組みの推進 

３．食品ロス削減のための連

携を強化します。 

３－① 庁内関係部局間での連携 

３－② 関係団体・事業者等との連携 

1．施策 1 「食品ロス発生抑制のための普及啓発を図ります」 

 食べ物を無駄にしない意識や、食品ロス削減の必要性を認識する意識を醸成し、食品

ロスの削減に向けた行動を市民・事業者が自発的に行うよう普及啓発を実施します。 

１－① 家庭および消費者に向けた情報発信 

○「ごみ減量大作戦」（年に数回広報誌に同封してお届けするごみ減量等に関する啓発

誌）等の媒体を活用した情報発信や啓発を実施します。 

○市のホームページに食品ロス削減に関する取り組みや情報等を掲載します。 

○「食育講座」等、食育の観点からの食品ロス削減事業を推進します。 

１－② 事業者に向けた情報発信 

○消費者へ向けた「手前どり」や「3010 運動」など、食品ロスの発生抑制に向けた取

り組みの実施について事業者に働きかけます。 

ごみ減量大作戦 出典：農水省HP 出典：環境省HP
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2．施策 2 「食品廃棄物の資源循環の推進を図ります」 

 食品ロス削減に取り組んだうえでも生じてしまう食品廃棄物については、食品リサイ

クルによる資源循環を推進します。 

２－① 生ごみのバイオガス化処理の体制維持 

○恵庭市では、平成 24 年から生ごみ（し尿・浄化槽汚泥と下水汚泥とともに）のバイ

オガス化処理を行っています。発生させたバイオガスは発電事業者へ売却され、発電し

た電力は電力会社へ売電されています。こうした食品廃棄物を資源として扱う体制の維

持を通して、食品リサイクルによる資源循環を推進します。 

２－② 食品リサイクルの取組みの推進 

○家庭から発生する食品廃棄物の資源化について情報収集や、施策の実施について検討

を行います。 

3．施策 3 「食品ロス削減のための連携を強化します」 

 施策1および2に基づき取組みを進めるにあたっては、庁内の関連部局間での連携の

みならず、市民、事業者、関係団体等、様々な主体が協力して取組むことが重要となり

ます。 

３－① 庁内関係部局間での連携 

○食品ロス削減庁内連絡会議の開催による情報交換・情報共有を行います。 

○恵庭市食育推進計画等、関係部局が推進する計画との調和を図りながら、食品ロスの

削減について推進します。 

３－② 関係団体・事業者等との連携 

○関係団体等が行っているフードバンク・フードドライブ活動との連携を推進します。 

○全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会と連携して食品ロス削減の取組みを推

進します。 

○イベントを通した食品ロス削減の啓発を実施します。 

市内大学の学園祭へのブース出展 消費生活展へのブース出展
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【第４章 生活排水処理基本計画】

 第４章 生活排水処理基本計画                 

第１節  はじめに 

  1．恵庭市の特性等

本市は、穏やかな気候風土・豊かな自然環境に恵まれており、水資源についても、千

歳川や漁川・島松川など多くの河川が市内を流れている状況です。 

 これらの河川の水質保全については、市内の７河川10地点で2か月ごとに生物化学的

酸素要求量（BOD）などの定点観測を行うほか、漁川に関して「恵庭市漁川流域に係る

水道水源の水質の保全に関する条例」を制定するなど、水質汚濁の防止に努めていると

ころです。 

 また、漁川ダム周辺における北海道開発局による水質測定及び貯水池の水質保全対策

や、漁川水系の浄水場を管理する石狩東部広域水道企業団による取水口の定期的な水質

検査なども行われており、これらの取り組みにより、良好な水質が保たれています。 
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基本方針１    公共下水道事業の推進 

  持続可能な下水道サービスを提供するため恵庭市下水事業経営戦略の経営 

 方針に基づき「経営基盤の強化」、「ストックマネジメントに基づく老朽化

対策」、「地震対策」等を行います。 

基本方針2     合併処理浄化槽整備の推進 

   公共下水道処理区域外では、合併処理浄化槽の普及促進を図ります。

基本方針３  し尿・浄化槽汚泥の資源化及び適正処理 

  し尿・浄化槽汚泥は、生ごみとともに生ごみ・し尿処理場にて前処理を行い 

  下水終末処理場にて地域バイオマスとして下水汚泥と混合し、 

 「バイオガス化」及び「排出汚泥の肥料化や熱回収資源化等」により有効利用

を図ります。

第２節 基本方針 

1．生活排水処理に係る基本的理念 

生活排水の処理は、一般家庭から排出されるし尿と生活雑排水を処理することが基本

であり、都市部では公共下水道が中心です。 

公共下水道計画区域外では、個別の浄化槽設備としてし尿と雑排水を併せて処理する

合併処理浄化槽の利用により、公共用水域の水質を保全しています。 

2．生活排水処理の基本方針 

本市における生活排水処理は、適切な処理により河川への汚濁負荷を軽減し、持続的

な循環型社会の構築を目指します。 

 具体的には、都市部においては概成※している公共下水道の維持、郊外部においては

個別排水処理として合併処理浄化槽の整備を進めていくこととします。  

※ 概成：公共下水道事業においておおむね整備が終わっていること 

３．目標年次 

本市における生活排水処理基本計画における計画年次は、本市の総合計画（第5期）

及び恵庭市公共下水道基本計画及び恵庭市公共下水道事業計画などを勘案し、令和12年

度（令和7年度（中間））とします。 

なお、社会情勢などによる変化が生じた場合には、適宜見直しを行うこととします。

基本理念

守ろう恵庭の豊かな水環境 ～生活排水の処理率向上をめざして～ 
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第３節 生活排水の排出の状況 

1．生活排水の処理体系 

 現在の本市における生活排水の排出及び処理体系は、生活雑排水は2つの方法（公共

下水道、合併処理浄化槽）、し尿処理は４つの方法（公共下水道、合併処理浄化槽、単

独処理浄化槽、し尿汲み取り）で処理しています。  

 ※ 生活雑排水とは、日常生活を行う過程で発生する風呂,洗濯,台所等からの排水 

図3-3-1-1 生活排水の処理体系

2．生活排水処理施設の整備状況 

 本市の下水道事業は、令和４年度末現在で 約1,88７haの計画区域で事業を進めてお

り、恵庭下水終末処理場(昭和55年供用開始)に集約した施設整備を進め、令和４年度末

の下水道処理人口普及率97.6%、処理区域内人口の水洗化率99.8%となっています。し

尿・浄化槽汚泥は、生ごみと混合し、下水終末処理場へ移送しています。 

・恵庭市し尿処理場 
供用開始：平成元年2月 

処理方式：生ごみと混合し 

              下水終末処理場へ移送 

(H24年～)  

処理能力：15kL/6時間 

所 在 地：中島松 460－1

・恵庭下水終末処理場 
 供用開始：昭和 55年 10月 

 処理方式：標準活性汚泥法 

 処理能力：47,500m3/日 

 所 在 地：中島松 453

公共下水道 

(浄化槽汚泥)

下水終末処理場 (処理水)

合併処理浄化槽 

単独処理浄化槽

し尿汲み取り 

生ごみ・し尿処理場 

(処理水)

(し尿)

河

川

等

公

共

用

水

域

 生 活 排 水 
(一般家庭及び事業所など)

生活雑排水

し 尿
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単位
H30
(2018)

 H31/R1

(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

ha 1,881 1,881 1,887 1,887 1,887

ha 1,854 1,866 1,868 1,875 1,875

人 69,626 69,900 69,994 70,033 70,069

人 67,918 68,205 68,356 68,374 68,412

人 67,776 68,063 68,233 68,258 68,302

％ 97.5 97.6 97.7 97.6 97.6

％ 99.8 99.8 99.8 99.8 99.8

％ 97.3 97.4 97.5 97.5 97.5

区分

計画処理区域面積

整備済み処理区域面積

行政人口

公共下水道処理区域内人口
※

公共下水道水洗化人口

下水道処理人口普及率

処理区域内人口の水洗化率

水洗化率（行政人口比）

３．生活排水の状況 

 （１） 公共下水道処理区域内人口の予測

本計画では、恵庭市公共下水道事業計画に合わせ、行政人口には人口ビジョン

（2019）の値を用い、下記のとおり、公共下水道処理区域内人口を設定します。 

（２）公共下水道による生活排水の処理 

公共下水道による生活排水の処理状況の推移（令和４年度末）は、表３-3-3-1に

示すとおりです。 

「公共下水道処理区域内人口」は、下水道が利用できる区域における現況人口であ

り、このうち実際に下水道を利用している人口を「公共下水道水洗化人口」といいま

す。 

表３-3-3-1 公共下水道による生活排水の処理状況 

1) 公共下水道処理区域内人口：駐屯地内人口を含む 

2) 下水道処理人口普及率  ：行政人口に対する公共下水道処理区域内人口の割合 

3) 処理区域内人口の水洗化率：公共下水道処理区域内人口に対する公共下水道水洗化人口の割合 

4) 水洗化率（行政人口比） ：行政人口に対する公共下水道水洗化人口の割合 
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単位
H30
(2018)

 H31/R1

(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

基 310 314 314 319 320

人 1,708 1,695 1,595 1,616 1,607

人 992 992 993 1,012 1,008

人 3 3 2 4 5

人 855 842 766 759 754

％ 58.1 58.5 62.3 62.6 62.7

％ 98.8 98.8 98.9 98.9 98.9

区域内合併処理浄化槽人口

生活排水未処理人口1)

合併処理浄化槽普及率2)

生活排水処理率3)

区分

合併処理浄化槽稼働基数

公共下水道処理区域外人口

区域外合併処理浄化槽人口

区 分 単位
H30
(2018)

H31/ R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

行政人口 人 69,626 69,900 69,994 70,033 70,069

し尿人口 人 712 699 623 616 611

合併処理浄化槽人口 人 995 995 995 1,016 1,013

し尿浄化槽人口 人 143 143 143 143 143

し尿処理量計 ｋL 2,886.00 2,989.45 2,363.45 2,470.10 2,704.95

浄化槽汚泥収集量 ｋL 1,597.30 1,485.00 1,417.90 1,486.80 1,595.90

年間処理量 ｋL 4,483.30 4,474.45 3,781.35 3,956.90 4,300.85

（３）合併処理浄化槽による処理の状況 

 公共下水道計画区域外を主体とする下水道未整備地区における合併処理浄化槽の状

況は、表３-3-3-2に示すとおりです。 

 公共下水道と合わせた整備率を示す、「生活排水処理率」は令和４年において 

98.９％です。

表３-3-3-2 合併処理浄化槽及び生活排水処理の状況 

1) 生活排水未処理人口：行政人口から公共下水道水洗化人口、合併処理浄化槽人口を引いた人口 

2) 合併処理浄化槽普及率：区域外合併処理浄化槽人口に対する公共下水道処理区域外人口の割合 

3) 生活排水処理率：行政人口に対する公共下水道水洗化人口と合併処理浄化槽人口の割合 

（４）し尿等収集の状況

本市のし尿及び浄化槽汚泥の処理実績を表3-3-3-3に示します。 

表３-3-3-3 し尿・浄化槽汚泥の処理実績 

公共下水道水洗化人口＋合併処理浄化槽人口　

行政人口
生活排水処理率（％）＝



76

【第４章 生活排水処理基本計画】

4．生活排水処理に係る問題点など 

（１）施設の老朽化に伴う改築・維持管理費の増加 

 老朽化に伴う経費が増大していくことが想定されるため、計画的で効率的な改築を

進めていく必要があります。 

（２）地震などの災害に対する施設の脆弱性 

災害に強く、持続可能な下水処理を行うために、老朽化対策に加えて地震対策につ

いても進める必要があります。 

（３）し尿処理施設に係る問題など 

老朽化したし尿処理施設については、効率的で安定的な稼働を継続するため、計

画的に更新していく必要があります。 

 また、し尿及び浄化槽汚泥処理に負担がかかる異物の混入等を防止するため、利

用者への注意喚起が必要となっています。
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第４節 生活排水の処理主体 

１．収集区域の範囲 

 生活排水処理基本計画の計画処理区域は、本市行政区域内全域とします。 

 公共下水道は、恵庭市公共下水道事業計画に基づき整備を行います。 

２．収集運搬、処理の方法 

本市における生活排水の処理主体は、表3-4-4-1のとおりです。 

表３-4-4-1 生活排水の処理主体

施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体 

(1) 公共下水道 
し尿及び生活雑排水 

恵庭市 (2) 合併処理浄化槽 

(3) 生ごみ・し尿処理場（前処理） し尿及び生活雑排水(生ごみ)
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R4(2022) R7(2025) R12(2030)

行政人口 人 70,069 69,825 68,851

公共下水道処理区域内人口 人 68,412 68,149 67,199

公共下水道水洗化人口 人 68,302 68,013 67,065

処理区域外人口 人 1,607 1,676 1,652

区域外合併処理浄化槽人口 人 1,008 1,078 1,158

区域内合併処理浄化槽人口 人 5 3 3

し尿人口 人 611 588 482

下水道処理人口普及率 ％ 97.6 97.6 97.6

下水道水洗化率 ％ 99.8 99.8 99.8

合併処理浄化槽普及率 ％ 62.7 64.3 70.1

生活排水処理率 ％ 98.9 99.0 99.1

区分
生活排水処理目標

第5節 生活排水処理基本計画 

１．生活排水の処理の計画

（１）生活排水の処理の計画 

本市の生活排水処理率は、令和7年度及び12年度には生活排水処理率をそれぞれ

99.0％、99.1％とします。 

表3-5-1-１ し尿・浄化槽汚泥に係る計画処理量

（２）公共下水道 

 公共下水道は、恵庭市公共下水道事業計画に基づき整備します。公共下水道処理計

画区域は、主に市街化区域で構成されており、汚水管の整備率は99％と概成してい

ます。今後は、行政人口の減少に伴い、公共下水道処理区域内人口も減少する見込み

ですが、水洗化率は維持できる見込みです。 

（３）合併処理浄化槽

 公共下水道処理区域外では、近年の整備実績（公共下水道処理区域外における水洗

化希望件数など）を鑑み、合併処理浄化槽の設置を毎年５基の計画で進めることとし

ます。 
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２．し尿・浄化槽汚泥の処理計画

（１）収集運搬計画 

    ・収集運搬計画に関する取組み 

生活圏から発生するし尿・浄化槽汚泥を迅速かつ衛生的に処理するため、収集運搬

体制の効率化・円滑化を図るとともに、収集運搬業者への指導を徹底し、快適で安全

な生活環境を保全します。 

（２）中間処理計画 

・中間処理計画に関する取組み・方法 

 計画処理量に十分対応できる「し尿処理施設」において、前処理するものとします。 

 下水終末処理場では地域バイオマスとして受け入れ、生ごみとともに下水汚泥を混

合処理することでより多くのバイオガスを発生させ発電を行います。 

 また、焼却施設の排熱を利用する汚泥乾燥施設を運用し、汚泥重量の減量を図りま

す。 

（３）最終処分計画及び資源化有効利用計画 

・最終処分に関する目標 

 焼却後の乾燥汚泥は焼却灰として埋立処理し、乾燥汚泥以外の汚泥は、肥料及びセ

メント原料として資源化します。 
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３．住民に対する広報・啓発活動 

・目に触れる機会の少ない生活排水処理の役割・必要性について、市民の理解熟成を図り

ます。 

・良好な水辺環境を保全するため、特に下水道処理区域外における合併処理浄化槽の整備

促進を働きかけます。 

・処理施設への負担を軽減するため、異物混入に関する注意喚起を行います。 

・市の所有物ではない単独処理浄化槽の利用者に対しては、法定点検や改善などの指導を

行います。 
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